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CAIT研 修講座案内

コ ー ス

コ ー ド

コ ー ス 名 定員 期 間

AE-881

〔ア プ リケ ー シ ョ ン ・エ ン ジ ニ ア 関 連 〕

ア プ リケ ー シ ョン ・エ ン ジ ニ ア 養 成 30 63.5.17～63.9.20 毎週火 ・水曜

計35日 間

AEX881 情 報処理 とシステム設計(夜 間) 70 63.5.17～63.10.7 毎週火 ・木曜

計31日 間

F

F

トAAA

C881

P881

U881

コ ン サ ル テ ィン グ技 法 修 得 20 63.6.15～63.6.18 4日 間

提案型設計行動力修得 20 63.6.6～63.6.9 4日 間

効果的な外注管理の進め万 20 63.6.29～63.7.1 3日 間

SA-881

NE-881

TES881

TEC881

〔テ ク ニ カ ル ・エ ン ジ ニ ア 関 連 〕

シ ス テ ム監 査 エ ン ジ ニ ア 養i成 20 63.6.23～63.9.16 毎週木 ・金曜

計15日 間

ネ ッ トワ ー ク ・エ ン ジ ニ ア養 成 20 63.6.20～63.7.21 24日 間

情 報 シ ステ ム セ キ ュ リテ ィ と リ ス ク分 析 20 63.5.30～63.6.1 3日 間

CAD/CAM/CAE基 礎 20 63.6.27～63.6.29 3Ll間

PE-881

〔プ ロ ダ ク シ ョ ン ・エ ン ジ ニ ア 関 連 〕

プ ロ ダ ク シ ョ ン ・エ ン ジ ニ ア養 成(前 期)

～ デ ー タ 構 造 と ア ル ゴ リ ズ ム ～

20

63.6.6～63.8.29

※

毎週 月曜 日

計36日 間

PE-882 プ ロ ダ ク シ ョン ・エ ン ジ ニ ア養i成(中 期)

～ プ ロ ゲ ラ ミン グ1～

63.9.12～63。12.5

PE-883 プ ロ ダ ク シ ョ ン ・エ ン ジ ニ ア 養 成(後 期)

～ モ デ リ ン ゲ～

63.12.12～64.3.20

PEI)881 プ ロ ダ ク シ ョ ン ・エ ン ジ ニ ア養 成(集 中)

～ デ ー タ 構 造 と ア ル ゴ リ ズ ム ～
20

63.9.5～63.9.9 5日 間

MMD881

〔企 業情報化推進関連〕

経営 者 ・管理 者のためのパーソナル ・

コンピュータ経営セ ミナー

40 63。7.14～63.7.16 3日 間

PGX881

〔プ ログラマ関連〕

情報処理 とプログラム設計(夜 間) 50 63.5.12～63.10.7 毎週火 ・木曜

計31日 間

※各期12日 間,選 択受講 あ り"
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これからの情報サービス産業と

システムインテグレーション・サ ービス

社団法人情報サービス産業協会

会長 名木 田 兵二

わが国の情報 サ ー ビス産 業 もよ うや く2兆 円産

業にな り,今 後 の情 報化 の進展 に な くてはな らな

い 、γ場 を築 きあげ ました。(社)情 報 サ ー ビス産

業協会 が この1月 に発表 した 「情報 サー ビス産業

n書'88」 で は,1997年 に 業 界 の規 模 が7兆

4,000億 円 に な るとい う予想 をしてい ます 。 その

うちソ フ トウ ェア市場 は4兆2,540億 円 で 全体 の

58%,受 託 計算 は1兆6,060億 円 で22%,デ ー タ

ベ ース 市場 は7,000億 円 で9.5%に な る とい う予

測 です。2,000年 に は10兆 円 産 業 にな ることも夢

では あ りません。

情報 サー ビス産業 は メーカー とユ ーザ ーを結 び

つ け,よ り高度 な情 報 システム を提供す るもので,

これか らの 日本 の基 幹産業 のひ とつ として大 き く

発展す ることが期待 されて お り,ま た同時 に産業

構造の変 化 に伴 う雇 用の吸収,地 域経済 の活 性化,

さ らにわが国の 国際活動 な どへの貢献 も期待 され

てお り,わ れ われに課せ られた責任 は重 大で ある

と感 じてお ります。

しか し,… 方 では ソフ トウェアの生産 性の向上

や情報 処理 技術 者の育成,安 全 ・信頼性 の確保 な

ど取 り組 むべ き課 題 も多 く,ま た,標 準化の推進

や国際化へ の対応 な ど業界 を更 に発展 させ るため

の懸案事項が山積 してお り,業 界団体 としての

(社)情 報サービス産業協会の役割 もますます重

要になってい くと思います。

情報サービス産業の未来像への展望の下に,かつ

てわが国の高度経済成長を支えた鉄鋼や造船など

重厚長大型産業からの新規参入が相次いでます。

また,本 年7月 には日本電信電話株式会社か らデ

ータ通信事業本部が分離 し,新 会社になるとい う

ことです。今世紀末には,市 場の規模ばか りでな

く業界地図 も大 きく変わってい くことでしょう。

わが国の経済 も成熟化 し,一 層国際化が進んだ

ことによって,そ の変化は目まぐるしい ものがあ

ります。なかで も情報サービス産業 をとりまく環

境条件の変化はひときわ激しいものがあ ります。

情報通信技術の飛躍的進歩,ユ ーザーニーズの変

化,情 報化の個人 レベルへの浸透,ま た,産 業の

情報化 と情報の産業化 といった傾向か ら,新 しい

情報サービスが次々と台頭することが予想 されま

す。

そのなかで,最 近特 に話題になっているのが,

システムインテグレーション・サービスです。ハ

ー ドウエアの多様化,情 報通信技術の進歩,情 報

システムの高度化 ・複雑化,ネ ットワーク化 とい一



、 養

う大 きな流れ か ら,情 報 シス テムに関す るすべ て

を,つ ま り,シ ステ ム分析 に始 まってハー ドウ ェ

アの選択,ネ ッ トワー クの構築,ソ フ トウ ェアの

開発,保 守 まで を一括 して外注 してい こ うとい う

傾 向が ユ ーザ ーの 間で強 まって い ます。(社)情

報 サ ー ビス産 業協 会 で は,昨 年10月 に シス テ ム

インテ グレー ション ・サ ー ビス研究懇談 会 を設置

した と ころ既 に95社 の参 加 が あ り,会 員 の関 心

の高 さを物 語 って います。

通産 省で は,業 界 におけ るシステ ムインテ グレ

ー ション ・サー ビスへ の関心 の高 ま りに対応 して
,

シ ステ ムインテ グレータ振興 の ため の新 しい税制

優遇 措置 を昭和63年 度 か らス ター トさせ る こと

にな りま した。

シス テム インテグ レー シ ョン ・サ ー ビスは ,ユ

ーザーの ためのサ ー ビスで あ り
,ユ ーザ ーに とっ

て の最適 システ ムを提供 す るこ とが もっと も重要

なポイ ン トです。 したが って,サ ー ビス を提供す

る側の論理 よ りもユーザ ーの ニー ズが優先 されな

ければな りません。従来 のユ ーザ ーとメーカー
,

ユ ーザ ーと情報 サ ー ビス企業 とい う単 線的関係 か

ら,ユ ーザ ーに とっての よ り良い サー ビス を提供

す るために,ユ ーザ ー,メ ー カー,情 報 サ ー ビス

企 業の三者 に よる コ ミュニケー シ ョンが必要 と さ

れ るよ うにな るで しょう。 その なかか ら異機種 間

イン ター フェースの標準化 や新 しい業界秩序の形

成 が促進 され,そ の ことによ って 多彩 な システム

インテグ レー シ ョン ・サ ー ビスが期待 で きるよ う

にな るの です。

この システム インテグ レー シ ョン ・サ ー ビス市

場 に,わ れわれ の企 業以外 に もメーカー系企 業
,

ユ ーザ ー系企 業 な どが進 出 しよ うとして います
。

言 うまで もな くシステムイ ンテグ レー タには,ハ

ー ドウ ェアを含 む情 報通信 での高度 な技術 力
,大

規模 な システ ム開発 に耐 え うる企 業体力 な どが必

要 とされ ます が,情 報 サ ー ビス企業 には ,概 して,

ユ ーザー業務 に密着 した技術 や ノウハウの蓄積 と

応用展 開,ハ ー ドウ ェアか ら自由な立 場 にあ るな

どの有利 さが あ ります。

システ ムインテ グレーシ ョン時 代 におけ る情報

サー ビス産業 としては,さ らに総 合技 術の 向 一ヒへ

の努 力は勿論 の ことシステム構築 に関 す る技術 力

への評価 や ソ フ トウェアの価値 の重要性 な どを関

係各方面 に一 層強 く訴 えてい くことが必 要 でしょう。一



間度情 報化社 会 の実現1向 けて

昭和63年度情報化施策の重点一

通商産業省機械情報産業用

電子政策課 鈴 木

わが国の情報化は,汎 用コンピュータの設置台

数が27万 台 を超 えるなど順調に進展 してい る。

また,情 報関連産 業も今や日本経済の リーデ ィン

グ産 業に成長 し,19兆 円 の規模 で国民 総生産

(GNP)の6、4%を 占めるに至っている。

しか し,こ れまで情報産 業および情報化はとも

に量的な拡大が中心であったこともあ り,未 だ基

盤的な問題や質的な問題が山積 してお り,高 度情

報化社会の実現 に向けてこれ ら課題への的確な対

応が急務 となっている。すなわち,情 報化社会を

支える情報処理技術者等の人材の育成や情報化教

育の充実,ソ フトウェアの量的質的不足への対応,

企業内システムの企業間ネットワークへの展開等

を通 じた情報化基盤の整備の推進が必要である。

通産省 としては,1988年 度において も1二記の

観点を踏まえつつ,引 き続 き総合的な情報化関連

施策 を展開す る。

1。 情報化教育 ・人材育成対策の推進一

情報化の進展に伴い,多 様化 ・高度化する情報

処理 ニーズに対応するためには,各 分野で情報化

を支える人材の育成 と長期的な視点からの学校教

育におけるコンピュータ利用の促進が急務である。

1988年 度においては,情 報大学校構想の推進

を図るほか,情 報化教育 ・人材育成総合対策を実

施す る。

田情報大学校構想の推進

ソフトウェア技術者の不足に対応すべ く,専 門

博

学校の情報関係教育機関が急速に設置 されている

が,教 育内容,イ ンス トラクターの資質等の問題

が表面化 してきている。 このため,優 秀な情報処

理技術者の育成および地域情報産業の活性化 を目

的として引 き続 き情報大学校構想 を強力に推進す

る。

(1)情報大学校事業の推進

中央情報大学校(1987年6月1日 をもって中

央情報教育研究所発足)に おいて,ソ フトウェア

技術の教育方法等に関す る調査研究,地 方情報大

学校(情 報化人材育成連携機関)等 のインス トラ

クターの養成施策を実施することとする。 これに

よ り社会のニーズに即 した教育方法の普及を図 り,

地域における情報処理教育の充実を図る。 〈予算〉
注

8,400万円(6,800万 円)注:カ ッコ内は1987年度予算額,以

ド同じ

(2)情報 処理技術 者 用 コース ウ ェア(CAROLシ ス

テム)

現 在,情 報処理技術 者(シ ス テム ・エン ジニ ア,

上 級 プ ログラマー等)が 質量 ともに極 めて不 足 し

て いる状 況 にある ことか ら,情 報大学校構想 の一

環 として情 報処理技 術者育成用 ソフ トウ ェアを開

発 し,そ の普及 を図 る。

具体 的 には,① 情報 処理技術 者教育 用CAIシ ス

テ ム(CAROLシ ス テム)仕 様 を確 立 し,② 情 報

処理技 術者教育標 準 カ リキ ュラムの策定 を行 い,

③ さ らにCAROLシ ス テムの普 及 を図 る もので あ一



一
る。 〈財投〉産投出資9億P](6億P引

回学 校教育 にお けるコン ピュータ利 用の促進

急 速 に情 報化 が進展 して い る今 日,次 世 代 を担

う青少年 が コン ピュー タを自然 な道 具 として取 り

扱 うこ とがで きるよ う,学 校数 育の中 に コン ピュ

ータが無理 な く採 り入れ られ てい くこ とが要請 さ

れて いる。

{1)教育 用情 報処理基礎技 術調 査

情報処 理振興 事業協会(IPA),(財)コ ン ピュ

ー タ教育 開 発 セ ン ター(CEC)を 中 心 として ,

学 校教育 にお け るコン ピュー タ利用 の促進 を図 る

ために,学 校教育 用の使 いやす いコ ンピュー タの

研究 開発 お よび基 礎調 査 を実 施す る。 〈r算>2億

4,000万円(2億2,000万 円)

2.総 合 的 ソフ トウ ェア対策 の推進 一 一

コ ンピュ一 夕の急速 な普及 によ りソ フ トウ ェア

需要 が爆 発的 に増 大 して お り,将 来 的に ソフ トウ

ェアの需 給 ギ ャ ップが益 々拡 大す る ことが予想 さ

れ る。 これ に加 え,ソ フ トウェアの信 頼性 や品質

の向上 も強 く要 求 され る等 ソフ トウ ェア開発 を取

り巻 く環 境 も厳 し くなってい る。

このため,ソ フ トウ ェア対策 の中核的推進 機関

で あ るIPAに お いて,引 き続 きシグマ事業 の積極

的 な推進 を図 るほか,財 投 ・税 制の活 用 を図 るな

ど総合 的な ソフ トウェア対策 を実施す る。

巨]情報処理 振興事 業協会事業

ソフ トウ ェア生産 工業化 シス テム(シ グマ ・シ

ステム)の 構築事業 をは じめ として,以 下の事業

を行 う。

(1)ソフ トウ ェア生産 工業化 シス テム構築事 業(シ

グマ事 業)

現 在,ソ フ トウェア開発 はほぼ手作業 の域 にあ

り,そ の生 産性 ・信 頼性 は極 めて低 い状態 に ある。

このため,ソ フ トウ ェア開 発0)諸ll程 に コン ピュ

ー タを導 入 し,自 動化 ・機械 化 を進 め ることが必

要であ る。

この よ うな背 景を踏 まえ,1985年 度 か らIPAに

お いて ソフ トウ ・ア生産 」二業化 システム を構築 し

て いる ところであ る。

シグマ ・システ ムにお いては,主 として次 の ア

プ ローチに よ り,生 産性 ・信頼 性の向 ヒを図 る。

① ブロゲラム実 行用の ハー ドウ ェアか ら独 立 し

た標準 的 ソフ トウ ェア開発環境 の確 立

② プ ログラム,技 術情報等 の検索 ・転送 の ため

の ネ ッ トワー ク ・シス テムの確 立

1988年 度 にお いて は,こ れ まで に開発 した プ

ロ トタ イプ ・システ ムを一一般 の利 用 に供 し,こ れ

らユ ーザ ーか ら寄 せ られ る意 見 を もとに シ グマ

OS(オ ペ レーテ ィング ・システ ム)の 機能 強 化

・拡充 ,ツ ール群 の機能 強化 と対 象範囲の拡 充 を

図 る。 〈財投〉産投出資29億円(29{意 円),開 銀融資6億}ll

(5億Fij),政 府保証借人8億 円

(2)プ ロ グ ラム開発流通促 進事業

IPAで は,特 に開発 を促進 す る必要 が あ り,そ

の プログ ラムの成果 が企 業の事業活動 に広 く用い

られ る と認 め られ る プログラム(先 進的かつ汎 用

的 な プ ログラム)で あ って,民 間に よる開発 が期

待 しに くい もの等 につ いて,委 託開発 を行 い,そ

の成果 を広 く普及 して いる。.

ま た,1988年 度 か ら新 規 に 「高 度情 報 化 社会

基盤機 器共通開発環 境整備事業」 を開始 す る。 こ

れ は,コ ン ヒ。ユー タの ソフ トウ ェア資産 の有効活

用等 を 目的 とす る もので あ る。 〈財投〉産投出資15億

F](15億P])

(3)情報 化教 育人材育 成促 進事業(前 出)

〈財投〉産投出資9億 円(6億 円)一



④ ソ フ トウ ェア ・ユーザ ビ リテ ィの評価(新 規)

ソ フ トウ ェアの品質,機 能 の評 価に対す るニ ー

ズが,ユ ーザ ー側 ・提供側か ら提 示 され てお り,

公IEな 評 価 を行 う中 、ア的機 関 としてIPA技 術 セ ン

ターがその先べん をつけ るこ とによ り,流 通 市場

にお ける評価 の道 を拓 く。

(5)先進 的情 報処理技術 の開発促進

わが国 の情 報処理技術 分野 は,近 年 急速 な発 展

を遂 げつ つあ る ものの,そ の歴史 は浅 く,欧 米 諸

国 と比較す ると特 にソ フ トウ ユア関連 分野 におい

てかな りの技術格 差 が存在 して い る。 さ らに,情

報処 理が対 象 とす る分野 の広 が りに伴 い,先 進 的

な情 報処理技術 は学際的,業 際的 な色 彩 を強 めて

い る。

この ため1981年10月 か らIPAに 技 術 セ ンター を

設置 し,メ イ ンフレーマ,情 報サ ー ビス産 業界等

か ら広 く技術 者 を招へ い し,プ ロ ジェク トチー ム

を結 成 して先進 的情報処理 技術 の研究 開発 を行 っ

てい る。

(6)中小 企業情 報化 の促進

中小企業 が今後 ともその活力 を維持 向上 させて

い くためには,事 務部 門,生 産部 門等の情報 化の

推進 が不可 欠 となってい る。 しか しな が ら,情 報

処理 技術 の現 状 をみ るとハ ー ドウェア面 では,オ

フ ィス ・コンヒ。ユ一 夕,パ ーソナル ・コン ビ。ユ一

夕等 の性能 向上,相 対 的価格低下 等 によ り,情 報

化 の ための環 境整備 が進 んで い る ものの,ソ フ ト

ウ ェア面 において は,中 小企業 に とって使 いやす

い プログ ラムの不足,コ ス ト負担 が大 きい等 の問

題 が山積 して お り,中 小企 業の情報 化推進 の阻害

要因 とな って い る。

このため,中 小 企業向 け簡易文書 入力 システ ム

の開発,中 小企業 向 け操作 管理 技術 の研究開発等

を行い,中 小 企業 の情 報化の …層 の促 進 を図 る。

圃情 報処理高 度化融資(日 本開発銀行 融資)

ソ フ トウェア開発 の 自動化,ソ フ トウ ェア開発

技 術者の 育成 事業 および企業間情 報処理 シス テム

用 ソフ トウェアの開発 等の事業 に対 し,設 備 ・非

設備 資金 の融 資 を行 う。 〈財投〉情報化促進枠1,100億

iilσ)PS数(865億FI]O)1句数)

囹 プ ログラム等準備金 制度(一 部 拡充)後 述

3.情 報 のパー ソナ ル化への対応一 一

団 未来型 分散 情報処理 環境基盤 技術開発

(Friend21)

高 度 情 報化社会 の構築 を推進 す るために は,情

報 システ ムの大衆 化,個 性化,多 様化 に対 応 して,

広 範 な分野の一般 ユ ーザーが違和感 な くコン ピュ

ー タを操 作 で きる超分散情報 処理 を実現 す るマン

・マ シン ・イ ンタフ ェースが必 要 であ る。

現在 の コン ビ。ユ一夕は専 門家で なければ使 いこ

なせ ず,ま た,非 定型的情報 や アナ ログ情 報の処

理 は困難 であ る。 この ため,こ の ままでは情 報機

器 を十分 に使 えない人 が大量 に発生 し,経 済効率

性 が阻害 され る恐 れ が大 きい。

以上の問題 に対応す るために,現 在 の情 報処理

技 術 では困難 な① 画像等 アナ ログ情報処理 技術,

② 日本語 ・あい まい情報処理技 術,③ 人 間工学 的

インタフ ェースの開発 を行 うことが必要 で ある。

この ため1988年 度 か ら6年 計画 で上記 の技 術

開発 を行 う。 〈予算>1億200万 円(新 規)

4.シ ス テムの相互 運用性 の確保 お よびOSIの 推

進

ネ ッ トワー ク化社会 が進展,高 度化 して い く中

で,多 種 多様 な情 報関連機器 お よび システムが各

々バ ラバラで相 互 につ なが らない とい った問題 が

表面 化 して きてい る。 また コンピ ュー タ ・ユ ーザー



一
一において も

,異 機種間 の コンピ ュー タを相 互接

続 しネッ トワー クの高度化 を図 りたい とい うニー

ズが高 まって い る。

このよ うな動 きに対応 し,異 機種 コ ンピ ュー タ

の相 互接 続 を進 め るため,OSI(OpenSystems

Interconnection)に 基 づ く標準化作 業 を引 き続 き

進 め るほか,今 後,コ ン ピュー タ ・メー カーおよ

びユーザ ーに よる民 間主体のOSIの 推 進 を支援 し

て い く。

また,こ の よ うな民間の動 きを引 き続 きサポー

トしてい くと ともに,政 府 ベー スの国 際的 な連携

等 を進 め る。

[〔]国際 的連携 によるOSIの 推 進

①OSIの 推 進 に かかわ る日本 ・ECハ イ レベル

会合,専 門家会合 の実 施等政府 ベ ースの国際的連

携の実施

② 民間 ベー スのOSI推 進 機 関 で あ るPOSI(日

本),SPAG(EC),COS(ア メ リカ)間 相互 の

連携 の促進

圃OSI準 拠 製 品 の適合性試 験実施 の ための取 り組

み

(財)情 報処 理相 互運 用技 術協 会(INTAP)

に お いて,情 報処理機 器等OSI準 拠 製品の適 合性

試験 を行 うための検討 を行 ってお り,同 財 団内 に

試験検証 セ ン ター を設置 し試験実施へ の取 り組 み

を強化 す る。

團電子計 算機相互 運用デ ータベー ス ・システムの

研究開 発

現在,各 種 デー タベースが相互 に接 続で きない

まま別 々の機種 に よ りバ ラバ ラに構築 されて い る。

様 々な情 報 を必要 とす るユーザ ーは,各 デ ー タベ

ースに接 続 された別 々の端 末 を使 い分 ける ことを

余儀 な くされ,そ の デー タ もせ いぜ い文字 と図形

で表現 された不 一{→分な もの しか取 り出せ ない とい

う問題 を抱 えて いる。

この ため,異 機種,異 構造 で構築 され たマル チ

メデ ィアの デー タベ ース ・システムの実現 が要請

され てお り,こ れ ら多 くの問 題 を 一一挙 に解 決す る

システムの研究 開発 を行 う。

特 にOSI関 連 で は,

①OSI準 拠 の サ ブセ ッ ト化お よび フ ァンクシ ョ

ナル ・ス タンダー ドの作成,

② モデル システ ムによる実証 評価等 を行 うこ と

と してい る。 〈f・.W>11億4,000万円(10tWS,ooomg)

囚JISの 活 用 等 によ る先行 的,弾 力的 な情報関 連

技術の標準 化の推 進

国際標 準化機構(ISO)で の検討結 果 を踏 ま え,

日本 工業標 準(JIS)に よ るOSI標 準 の制定 の促

進 を図 る。

5.産 業 の情 報化 および情報化基 盤の整備ww

産 業分 野の情報化 はわ が国 経済社会 の情 報化の

拠点 として,わ が国の情報化 の動 きを リー ドして

きた ところで あ るが,今 後 は企 業間 ネ ッ トワー ク

の構築等 に よ り企業 の枠,産 業の枠 を超 えた情報

化 を進 め る必要 があ る。

このため,企 業 間 ネ ッ トワー ク構築促進 の ため

の所要 の措 置 を講ず る とと もに,「 電子 計算機 の

連携 利用 に関す る指針」 の活 用 を図 りつつ個 別産

業の情報化 を引 き続 き推 進す る。.

ま た,情 報化基 盤 の整備 を図 るため,「 情報 処

理 ・通信 シス テム化促進」 等 の財投 資金 の活 用等

を行 う。

なお,産 業 ・社会活動 が情 報 ネッ トワー クに大

き く依 存す るこ とに かんが み,「 電 子計算 機 シス

テム安 全対策 基 準」 の提示,「 情報 処理 サ ー ビス

業電 子計算機 システ ム安 全対策実 施事業所」 の認一



定,「 シス テム監 査基 準」 の提示等 を行 って きた

ところで あるが,今 後 も引 き続 き安 全対策 の促進

を図 る。

巨]電子計算機振 興融資(日 本 開発銀行融 資)

}琶f㌧,計算:機の レン タル事 業に'必要な資金 につい

ての融 資 をliう 。 〈財投〉情報化促進枠L100億 円の内数

(865〔意Flレ)A数)

閣 情報処理 ・通信 システム化促進(日 本開発銀行

出融 資)

情 報化の進展 に伴 い 多様化,高 度化す る産 業,

社 会 の ニーズに対応 して,先 進 的かつ高度 な情 報

処理 ・通 信 システムの尋 人を促進 す るため,シ ス

テムの構築 に必 要な設備 ・非 設備 資金の融 資お よ

びデー タベ ース構築 法人,シ ス テム ・イ ンテ グ レ

ー ター
,ハ イビジ ョン開発 普及法人 に対 す る出資

を行 う。

対 象 とす る シス テムは①複 数企業 で共 同利用す

るオンライ ン情 報処理 シス テム,② 情報 処理 サー

ビス業者 または情報提供 サ ー ビス業 者の取得 す る

オンラ イン情 報処理 システム,③ 医療,交 通,防

災等 社会 性 の高 い システ ム,④ い わゆ るVANお

よ び情 報処理型CATV,⑤ ビデオテ ックス ・シス

テム,⑥ 地 域振興情 報処理 ・通 信 システ ム(ニ ュ

ーメデ ィア ・コ ミュニ テ ィ)で ある。

基盤 的な デー タベー スを構築 ・提供す る法人 に

対 して は,1986年 度 か ら出 資制 度 を創設 してい

る。

なお,1987年 度 か ら上 記①,② お よ び③ の シ

ステム に関 して非設備 資金の融 資が認め られ,⑥

の システム とと もに設備 のみ な らず ソフ トウェア

開発資金等 につい て も融 資 を行 って いる。

1988年 度 か ら新規 に電 波 障害 問 題 に対処 す る

ため に 「電磁環 境整備促 進」融 資制 度 を,ユ ーザ

ーの ニーズに対 して最適 な システ ムを構築 ・提 供

・保守す るサー ビス業者 「システ ム ・インテ グレ

ーター」 およびハ イ ビジ ョン機器 等の開発普 及 を

推 進 す る法 人に対 す る出資制 度 を創 設す る。 〈財

投〉情報化促進枠1,100億円の内数(865億Flの 内数),出 資枠50

億円の内数(110億 円σ)内数)

團 情 報機器等信 頼性向上(日 本開発銀 行融資)

高 度情報 化社会 を着実 に構築す るた めには情 報

関連 機器,部 品,材 料等 の信頼性,性 能の飛躍 的

な向 上 が不 可欠 で あ る。この た め,情 報機 器 等 の

製造 に当た って信頼性 の向上 を図 るた めの設備 投

資に対 す る融 資 を行 う。 〈財投〉情報化促進枠L100億

ii]0)1メ寸数(865億P]σ)内数)

④ 情 報処理安 全対策整備 促進(日 本 開発銀行融 資)

情 報化 の進 展 に伴 い,既 に経済 ・社会 の多 くの

分野 が コン ピュー タ ・システ ムに大 きく依存 す る

状況 に至 って い る。 この よ うな状 況下 で,ひ とた

び 自然災害 や人 為的 な要因 によ り,コ ン ピュータ

・シス テムの機 能が停止 した り,デ ー タの破壊等

が発生 した場合 には,そ の被害 を受 けた シス テム

自体 に とどまらず,経 済 ・社 会活動 に深刻 な影響

を及 ぼす こととなる。

この よ うな混乱 を未然 に防止す るため,コ ンピ

ュー タ ・システムの代替機 能,再 構成 機能等 を果

たす ための バ ックア ップ ・セ ン ターの整備,ま た,

各 事業 所 ごとの セキ ュ リテ ィ対策 を推 進す るため

の各種 設備の取得 について低利融 資制度 を創設 す

る。 〈財投〉情報化促進枠1,100億円の内数(865億 円の内数)

圏 社 会 基盤 整備 勘定(開 銀 等 によ るNTT無 利 子

融 資)

1987年 度 補 正 予算 で創 設 され たNTT株 式 の売

却 収 入 の活 用 によ る社 会資 本 の整 備,す な わ ち

NTT無 利 子融 資制 度の うちCタ イプ(開 銀 等か ら一



一
の融資を行 うもの)に ついて,補 正 予算で認め ら

れたニューメデ ィア ・コミュニテ ィ地域内の共同

利用型情報処理施設等に加えて,新 規にバックア

ソフ ・センターおよび移動対応型統合情報処理 シ

ステムが認められた。 また,民 活施設 として総合

地域管理施設が追加 された。

固情報化関連税制

① プログラム等準備金

①汎用 プログラム開発準備金

IPAに 登録 した汎用プログラムの売 上高の30

%を 準備金として積立て(損 金算入)。

② データベース構築準備金

データベースにかかわ る売上高の10%の 積

立て(損 金算入)。

③統合 システム保守準備金

統合システム(シ ステム ・インテグレーショ

ン)サ ービスの受託 にかかわる収 入金額 の

10%の 積立て(損 金算入)。 〈新規〉

④いずれ も4年 据置4年 均等取 り崩 し(益 金算

入)。

(2滝 子計算機買戻損失準備金

電子計算機の買戻損失発生の実績に基づいた実

績率によ り,買 戻特約付 き電子計算機販売額の一

定割合を準備金 として積立て(損 金算入)。

買戻損失が発生 した際に,古 いものか ら順次取

り崩 し(益 金算入),又 は5年 据置5年 均等取 り

崩 し。

{3)その他新規税制

①エネルギー社会経済基盤投資促進税制にネッ

トワーク化社会構築に資する2設 備 を追加。

②中小企業等基盤強化税制にバックアップ・セ

ンター用設備を追加。

③中小企業新技術体化投資促進税制(メ カ トロ

税制)に ハ イビジ ョン用設備 を追加{。

④ いず れ も取 得価 額 の7%の 税 額控 除 また は

30%の 特 別償却 。

団個別産 業の情報 化の推進

地域 の情報 化や他の産 業に対す る波 及効果等 の

面 で重要性の 高い個別の産 業 につ き,産 業単位 の

情報 化の あ り方 を検討 し,必 要 に応 じ 「情 報処理

に関 す る法律」 に基づ く 「連 携指針」 の策定 を行

う。

6.情 報 関連技術 開発の推進'…'・

情 報化の推進 に不可欠 な技 術開 発 として第 五世

代 コンピュー タ,電 子計 算機 相互運 用デ ータベー

ス シス テム,科 学 技術用 高速 計算 シス テム等 にっ

いて,1988年 度 も引 き続 き強 力に推進す る。

また,基 盤技術 研究促進 セ ン ターの出融 資機能

の積 極的 な活 用及 び同 セ ンターか ら出資 を受 けて

設立 され たR&D会 社 の研究開発 の促進 を図 る。

田 第五世代 コン ピュータの研 究開発

1990年 代 に向 けて,人 工知 能,非 ノイマ ン型

高度並 列処理等 の革新的技術 を駆使 した新 たな世

代 の コン ピュー タ(第 五 世代 コン ピュータ)の 研

究 開 発 を引 き続 き強 力 に推進 す る。 〈槻>57億

2,900b'Ii-](56[意3,100mrj)

閣 電 子計 算機相互 運用(イ ン ター オペ ラ ブル)デ

ー タベ ース ・システムの研 究開発(大 型 プロ ジ

ェク ト)(前 掲)〈 鱒>11億4,000別q(10億5,000

万円)

圏 科学技術 用高速計算 システ ムの開発(大 型 プロ

ジェク ト)

科 学技術 演算処理 を目的 とした,演 算速 度 を飛

躍的 に高 めた高速 の計算 シス テムの研究 開発 を引

き続 き実 施す る。 〈傾>27億7,700川ll(29C&5,000JillJ)

圓 バ イオ素子の研 究開発(次 世 代産業基 盤技術研一



究開発 の うち)

生 体 にお ける情 報処理機能 の解明 とその高 度 な

機能 を電tデ バ イス に採 り入れ たバ イオ素子の実

現 に向 け,研 究 開発 に本格 的に着手す る。 〈樽>

2t,意4,700/J'ド1(1(琶4,700」∫[il)

團 超 電 導素子 および材料

超電 導技術 の産 業分野へ の応用 を中長 期的視点

か ら図 って い くため,超 電導 研究開発 に係 る施策

等 を積 極的 に展 開す る とともに国際協調 を積極的

に推進 す る。

具体 的に は,超 電 導 に関す る調査事業,超 電導

に関 す る国際協 調,超 電導研 究開発 ・国際交流等

の ため の民 間 の体制整 備 を行 う。 〈靖>10億6,100

万III(新規)

固 診療 支援 システムの開発

医療 技術 の進歩 等 によ り,医 療情報 が急増 して

い るに もか かわ らず,診 療業 務の情報化 が遅 れて

い るた め,医 師 が大量 の知 識 ・デー タを扱 うこと

が で きない とい う危機 的状況 に陥 ってい る。 これ

を解決 す るには,医 師の診療業務 を直接支援 す る

情 報 シス テムを作 ることが必要 で あ り,検 査 ・診

療結果 等 を もとに疑 わ しい病 名,行 うべ き検査等

をエキ スパ ー ト・システム を用 いて表示 し,医 師

の意思決定 を支援 す るコンサル テー ション ・シス

テ ムの 開 発 を引 き続 き行 う。<予 算>3億7,300万 円

(1億6,900万 円)

団 基盤技術研 究促進 セ ンターの 活用

基 盤技術研 究促進 セ ンターは,民 間 において行

われ る基盤技術 に関 す る試験研究 を促進す るため

に,そ れ に要 す る リス クマ ネーの提 供等 を行 う機

関 であ る。

1988年 度 にお いて も,共 同試 験研 究 法人 等へ

の 出資,条 件付無 利子融 資等に よ り,技 術開発 の

促進 を図る。 〈財投〉出資事業費192億円(173億PD,融 資

事業費68{琶[tl(77{,9.Fi;)

7.情 報化未来都市構想の推進一 ー

モデル的な都市開発地域 において,21世 紀に

向けて導入が期待 される先進的情報システムを整

備しつつ,産 業 ・社会 ・家庭の情報化を一体的に

推進す ることにより,都 市機能の高度化を推進す

る。

〈全体概念〉

①国際化,情 報化に対応 した高機能 ビジネス街

区 と快適な居住空間が融合 した職住近接の未来都

市を構築。

②地域LANの 構築,地 域管理等を行 う情報中

枢センター(エ リアマネジメン トセンター)の 建

築など高度情報サービスの提供をバ ックアップす

る情報インフラス トラクチ ャーを整備。

③先進的な情報 アプリケーション ・システムを

導入し,社 会機能の向上,知 識融合型産業(ニ ュ

ーメデ ィア ・ビジネス)の 育成 ,既 存産業の高度

化等の情報化ニーズに沿ったシステムを構築。

1988年 度においては,予 算,財 投,税 制上所

要の措置を講 じ,情 報化未来都市構想を推進する。

〈財投〉総合地域管理施設の整備,日 本開発銀行

等出融資 大都市再開発枠1,100億円の内数,北海道東北開発

公庫出融資1.450億円の内数

〈税制〉新産業社会基盤施設整備投資促進税制に

総合地域管理施設を追加

8.地 域情報化の推進一 一

高度情報化社会の円滑な実現を図 るためには,

地域間の情報化格差を是正 しつつ全国的にバラン

スのとれた情報化を推進することが不可欠である。

このため,地 域のニーズに即応 した各種の情報

システムの開発,普 及 を図るーことを目的 とした二一



一
ユーメデ ィア ・コ ミュニテ ィ構想 の応用発 展地域

へ の展開 を図 るほか,地 域 情報 化基 盤施設 の整備 ,

地 域情 報化促進 の ための財投制度 の活用等 によ り,

地 域情 報化 の推進 を図 る。

固 ニュー メデ ィア ・コ ミュニテ ィ構想 の応用発展

地域 への展開

モデル情 報 シス テムを応 用 し,か つ発 展 させ た

形 で導 入 しよ うとす る地域 をニ ューメデ ィア ・コ

ミュニテ ィ構想応用発 展地域 として指定 す ると と

もに,フ ィー ジ ビ リテ ィ調査 を実施 す る。

構築 されたモ デル情報 システムを標 準仕様 化 し

デ ータベース化 し,こ れを同様 の地域 に普及 す る

ことに よ り地域 の情報化 の一 層 の促進 を図 る。

〈予算>4,500万P](5,100万 匡D

図 民活 法に基づ く地 域情報化基 盤施 設(ニ ュ ーメ

デ ィア ・セ ンター)の 整備促進

地域情報 化基盤施設(ニ ュー メデ ィア ・セ ン タ

ー)に つ いて
,本 施設 の構築 主体 に対 す る日本開

発銀 行等 の出融 資制度 によ り,そ の整備促進 を行

う。 日本開発銀行出融資・大都市再開発枠1,100億 円の内数

(1,710億円の内数)北 海道東北開発公庫出融資1,450億 円の内

数(1,350億 円の内数)

図 地域情 報化促進 出融資(北 海道東北開発 公庫 出

融資)

情 報化 の進展 に伴 い多様化,高 度化す る地 域の

ニーズに対 応 し,地 域 情報化 格差の解消 を図 るた

め,先 進 的かつ高度 な情 報処理 ・通信 システ ムの

導入促進 を 目的 とし,シ ステムの構築 に必要 な設

備 ・非設備 資金の融 資お よび出資 を行 う。

対 象 とす るシステ ムは,日 本 開発銀行 の情 報処

理 ・通信 システ ム化促進 に準ず る。(前 述)〈 財投>

1,450億円の内数(1,350億 円の内数)

囚 地域情報化 基盤整備 出融資(北 海道東 北開発公

庫)

ソ フ トウ ェア危機,地 域 の ソフ トウェア開発需

要 に対応す るため に北海道 東北 地域 にお いて ソ フ

トウェア開発 事業 者に対 して長期低利 の資 金を融

資す る。 〈財投>1,450億IUの 内数(1,350億 円の内数)

團 地域情 報処理安 全対策整備促 進 出融 資(北 海道

東北 開発公庫)

地 域 の経済 ・社会が コ ンピュー タ ・システムに

大 きく依存 してい る状況 下で,ひ とたび コン ピュ

ー タの停 止等 が発生 した場 合に は
,地 域 経済 に深

刻 な影響 を及ぼす ことが予想 され る。 この よ うな

混乱 を未然 に防 止す るためにバ ックア ップセ ン タ

ーの整備 等 につ いて低利融 資制 度 を創設 す る
。

〈財投>1,450億 円の内数(1、350億円σ)内数)

⑥ 基盤技術研 究促進 セ ンターの ニ ューメデ ィア ・

コ ミュニテ ィ構想推 進法人へ の出資

ニ ュー メデ ィア ・コ ミュニテ ィ構想 の推進 法人

に対 し基盤 技術研究促 進セ ン ターか らの出資 を実

施 す る。 〈財投〉基盤技術研究促進センター出資枠192億円

の内数(173億 円の内数)

9.デ ー タベー スの整備 お よび情 報提供 サー ビス

の充実

デ ー タベ ースは,情 報化社会 を支 える柱 の1つ

であ り,情 報化 の前提 条件 で もあ るが,国 内の デ

ー タベ ース整 備 は諸外 国に比べ大 き く立 ち遅 れて

お り,そ の整備 が急務 であ る。

この ため,民 間 におけ るデ ー タベ ースの構築促

進,公 的 デー タベ ースの構築 促進,デ ィス トリビ

ュー ターの育成,政 府保有 デ ー タの民 間への提供

拡大等 総合的 な データベース整備施策 を講 じる。

〈予算>7,900万 円(8.400万 円)

口]重要デー タベ ースの構築促 進

先端 技術(フ ァインセ ラ ミックス,新 素材 等)一



分野等の重要なデータベースについて,そ の構築

に向けた開発計画調査を実施する。

閣データベース総合国際ディス トリビューターの

育成促進およびデータベース ・情報提供サービ

ス関連調査

総合国際デ ィス トリビューターを育成す るため

に必要となる社会的 ・技術的ニーズ,シ ーズ,あ

るべ き事業の形態等について調査等を行 う。

データベース等の情報提供サー ビスについて,

提供 ・利用サイ ドにおけるニーズを踏まえつつ,

具体的な整備,振 興方策について調査する。

④公的データベースの構築および政府保有データ

の民間提供の拡大

通商産 業行政を推進 していくうえで必要な公的

データベース(技 術,特 許,中 小企業関連等)に

ついて引 き続 きその構築 を推進する。

国民間におけるデータベース構築支援

社会的に重要なデータベースを構築す る法人に

対す る日本開発銀行出資および低利資金の融資を

実施する。

また,デ ータベースの構築時の負担の軽減を図

るためのデータベース構築準備金によ り,デ ータ

ベースの構築 を支援する。(い ずれ も前出)

固データベース台帳の整備

現在,わ が国で利用可能な各種データベースを

対象としたデータベースの台帳(デ ータベースの

種類,所 在,内 容等)を とりまとめたデータベー

ス台帳の整備を引 き続 き行 う。

10.発 展途上国の情報化への協カー 一

情報化の国際的展開を図 るため,太 平洋地域 を

含む発展途上国に対する協力を引 き続 き積極的に

行 う。

1近 隣 諸国間の機械 翻訳 システムに関 す る研 究協

力

日本 を中心 とす る近隣諸 国間の技術 ・文化等 の

交流 を促進 し,よ り一層 の発 展 を図 るため,日 本

語 と現 地語 の言語障害壁 を解 消す ることを目的 と

して,日 本語 と中国語等 の機械翻訳 システムを開

発 す る研 究協 力 に本格 的 に着手 す る。 〈予算〉研究

協力推進支援事業およひ研究協力事業のうち3億3.200万 円(1

f意5,0(X)ノ元P])

図 国 際情報化 協力 セン ター事業 の推 進

発展途 上国の情報 化 を推進 し,現 地 の経 済 ・産

業の発展 に資す るため,情 報化推進の 中核 とな る

技術者育 成の ための研修 を実 施す る とと もに,現

地 にわが国の技術 者 を派遣 し現 地 の情 報化の ため

の指 導 を行 う。 〈予算〉技術協力事業費補助のうち2億

4,000万円(2億3,800万 円)

函ASEAN諸 国 等 シグマ ・システム利 用可能性 調

査

ASEAN諸 国 にお け る健全 な ソフ トウ ェア産業

の形成 は,ア ジア圏にお けるソフ トウ ェア開発 の

水平分業 化 を通 じたソ フ トウ ェア ・クライ シスの

解消 に も資す る ものであ る。

この ため,ASEAN諸 国 にお け るシグマ ・シス

テムの利用の ための基盤 調査 を実 施す る。 〈予算〉

工業化政策形成調査団派遣費1,500万円(新 規)

◆◆◆◆◆◆ ★ ◆ ●◆ ← ●◆◆◆ ★ ◆●◆ ◎ ●◆
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『Alオ ー プ ンハ ウス』を開 設

人工知 能(AI)技 術 を利用 した システ ムを開 発

す るための,AIツ ー ル共 同利 用セ ン ター を,世 界

貿易 セ ンター ビル7階(東 京)に 昨年10月 に 開設

し,設 置 機器等,利 用 ガイ ド作 成等の準 備 を進 め,

去 る,12月9日 に,開 所式 を行 う と共 に,関 係者

に披露 した。 当 日は,倉 成IE衆 議 院議 員 ・情報

産業議 員連盟会 長,児 玉幸治通商 産業省機 械情報

産業局 長,新 欣 樹同省電 子政策 課 長,福 村晃 夫

名古 屋大学教授 ・人11知 能学 会会長,飯 塚 史郎 日

本 自転 車振興会 会長,大 薗 英夫同副会 長等の方 々

を始 め,約140名 が 出席 され た。

(写 真一1)

ま た 披露 パー テ ィでは,来 賓の 方々の祝辞の 他,

小 淵恵三 国務大 臣内閣官房長 官か ら祝電 が寄せ ら

れた。

この後,AIオ ー プ ンハ ウスの設置 機器及 びソフ

トウェアによ るデモ ンス トレー シ ョンを参観 して

頂 いた。(写 真 一2,表 一1)

現 在,AIオ ー プンハ ウスはAIセ ンター登録 会 員

の うちの,利 用希望 者に利用案 内 を行 うとと もに,

利 用の ための操作方 法 を習得 して頂 くための 「AI

ツ ール説 明会」 を,出 展企業 か らインス トラクタ

の派遣協 力を得て開催 して いる。(表 一2)

デ モ ンス トレー シ ョン題 目 ハ ー トウ エア
ソフ トウ 。ア ・プ

ロ ダク ト

高速道路アドバイザ SUN-3/260C KBMS/SUN

TAOLIsp機 能説明

TAOMUSIc

ELIS-8130

1,場内の機器能力設定評価システム EXPLORER-II KnowledgeCraft

英 日機械翻訳システム AS3260G

機械[場 の 臼杵1計画 Sym㎞hcs3650 SuperBRAINS

車選定エキスパートシステム

節税支援 エキスパー トシステム

DS/7500 DG/ZEUS

肝疾患の診断知的CAI KS-301 KEE

ワー クス ケ ジ ュー リン グ ・

エキ ス パ ー トシ ステ ム

マ イカ ー診 断 エ キス パ ー トシ ステ ム

日立ク リエイテプ

WS2050/32

ES/KERNEL

投資信託 エキスパー トシステム

AttacktheFullMarathon

富{:ゼ ロ汐 ス1161 HUMBLE

エキスパートシステム構築用

自己学習支援ツール

FMR-70 ESHELL/FM

人1:衛 犀故障診断エキスパー トシステム

日英翻訳システム

MELCOMPSIn EXT-KERNEL

表 一1「Alオ ー プ ンハ ウス」

デ モンス トレー ション題 目
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係員からデモの説明 を聞く,右 から福

村,児 玉,倉 成の各氏

表一2Alツ ール説明会開催状況

対象AIツール(企業鋤 内 容 開催 日

ワークステーションSUN3260Cと 1.SUN3260Cの ハー ドとソフ ト 第1回3月1日(火)

エキスパー トシステム ・ツールKBMS/SUN 2.KBMS/SUNの 機能概要 第2回3月9日 〔水)

(伊藤忠テクノサィエン川 3.簡 単な使用方法 等

ワーケステーシ∋ンELIS8130と 1.技 術的解説 第1回2月25日 休)

マルチ'ぐラダイム言語TAO 2.機 能概要 第2回3月3日 休)

(NTTイ ンテ リジェン トテクノロジ ィ) 3.簡 単な使用方法 等

Alマ シンSym㎏hcs3600シll－ ズ 1.Sym㎞hcs3600シ リーズ 第1回2月10日(水)

とエキスパー トンステ ム・ツールSuper 2,SuperBRAINSの 機能 第2回3月2日(水)

BRAINS陳 洋情報システム) 3.簡 単な使用方法 等

ワークステーン.ンDS/7500と 1,DS/7500の ハ ードとソフ ト 第1回2月19日(釦

エキスパー トンステム ・ツールDG/ZEUS 2.DGIZEUSの 機能概要 第2回3月11日(金)

(n本 データゼネラル} 3.簡 単な使用方法 等

ワークステーシ ョンKS-301と エキ 叉パ ート 1.KS-301の ハー ドとソフ ト 第1回2月18日 〔木)

ーステム ・ツールKEE 2、KEEの 機能概要 第2回3月8日(火)

田 本ユニバ 、引 3.簡 単な使用方法 等 第3回3月15日(火)一



対象Alソ ーノい企業名、 内 容 開催B

日立クリエ ィテ ブワークステーン ヨノ2050と 1、CWS2050の ハー ドとノフト 第1回1月27川 劇

エキスパート〆ステム・ツールES/KERNEL、 2.ES/KERNELの 機能概要

(日ケ製作所) 3簡 単な使用方法 等

パーソナルコン ピュータFMR/70と エキスパ lFMR/70の ハー ドと1ノフ ト 第1国 用29日 〔金)

一トノステム ・ソールESHELL/FM 2ESHELL/FMの 機能概要 第21n12月5日 〔金)

信 士通) 3.商 戦 使嗣方法 等

逐次型推論マシン 1PSIの ハ ードとソフ ト 第6[口12月9n(火)

MELCOM-PSI 2.蘭 学な使用方法 等 第7{nl2月26日{金)

(三菱電機) 第8回3月4日(斜

ICOT-JIPDECAIセ ン ター 登録会 員の現況

昭和63年2月29日 現 在,ICOT-JIPDECAIセ

ン ターに登録 頂い た会 員は,516会 員 で あ る。そ

の内訳 は,ユ ーザ ー会 員が269会 員 と全体 の52%

を占 めて お り,次 いで,情 報 サ ー ビス(ソ フ トウ ェ

アハ ウスを含 む)が,173会 員 と全体の33%,大

学 ・研究 所が41会 員8%,コ ン ピ ュー タメーカー

が33会 員7%と な って いる。ユ ーザ会 員の業種別

内訳 は,表 に示す とお りで,電 機,エ ンジニ ア リ

ング,サ ー ビス,機 械,団 体,卸 ・小 売 ・商事 が

会 員数の 多い業種 で ある。

Alセ ンター登録会員の割合

情報 サ ー ビス ・

ソフ トウェ ア

173(33%)

ユ ーザ ー

269(52%)

合 計516会 員

(63.2.29)

ユーザー会員の業種別内訳

ユーザニの業種

エ ン ジ ニ ア リ ン グ

食 品 ・繊 維

出 版 ・印 刷

化 学 ・石 油

ガ ラ ス ・セ メ ン ト

鉄 鋼 ・金 属

電 機

機 械

輸 送 用 機 械

卸 ・小 売 ・商 事

金 融 ・証 券 ・保 険

運 輸 ・通 信

電 気 ・ガ ス

サ ー ビ ス

学 校

政 府 ・自治 体

団 体

そ の 他

.・ 』.・'..合 計 ・._、

会 ・員 数

0

7

6

5

2

6

2

2

1

7

6

1

9

7

5

7

0

6

3

1

1

1

4

2

1

1

1

2

2

.2頗 ・.バ一



一
ネ ッ トワー ク ・エ ンジニア 養成 コー ス

高度情報化の進展 と技術進歩によって,現 在,

情報処理と通信 とは完全に融合 し,通 信ネットワ

ークは情報処理 システムの基本的な一要素 として

位置付けられるようにな りました。また,社 会 ・

経済活動の多様化,複 雑化に伴い,企 業間や異業

種間の情報通信 システムが新 しい経営戦略のツー

ルとして活用 されようとしています。一方,情 報

通信 に関す る新技術の開発や1985年 来の通信事

業の自由化の結果,多 様な通信関連 システムや通

信サービスが出現 して きましたが,利 用者が各々

の目的に対 して最適 な選択を行うには,充 分な知

識が求め られるよ うになりました。

このような環境の もとで,ユ ーザー,ベ ンダー

を問わず情報処理 と通信の両技術をマスターし,

総合的に効率性,信 頼性,安 全性,経 済性等の観

点か ら最適 なシステムの構築 ・運用ができる高度

技術者への要請が急速に高 まって きています。

しかし,従 来から情報処理技術者 と通信技術者

とはその生 い立 ちが大 きく異な り,両 技術をカバ

ーし得 る技術者の数 は現在極めて限 られてお り,

早期の養成 が求 め られてい ます。折 か ら,シ ステ

ム ・エ ンジニアの専 門分化 によ る質的向上 の必 要

性 が強調 され てい ますが,情 報処理 と通信 の両分

野 を包含 す るネ ッ トワー ク ・エ ンジニアは まさに

その代 表的な専門分 野の1つ と言 えます。

本 コー スは情報処理 に関す る全ての ユーザ ー,

メ ーカー,シ ステムハ ウスや ソフ トウ ェア関連企

業及 び通 信事業者等 の要請 に応 えるため,多 方面

にわた る実務家及 び学 識者 の ご協力 を得 て,当 研

究所 において新 しく開発 した カ リキ ュラムに基 づ

き,研 修 を実施 す る もの であ ります。

本 コースは ネ ッ トワー クの基礎 か ら構築 ・運 用

まで情報 通信 システ ムに関す る知 識 ・技術 を体系

的 ・総 合 的 に教 育 す るため に全 コー スで36日 間

とな りますが,自 分 の ニーズに合 わせ て選 択が で

きるよ うに次の9つ のユ ニ ッ トに分割 してあ りま

す。

川デ ータ伝送の基礎

ネッ トワー ク ・エ ン ジニ ア養成 コースで学習 を

進 め るにあた って必要不可 欠 なデー タ伝送 に関す

頒



る基礎 知識 として,通 信方 式,伝 送方式 ,伝 送品

質,通 信 の し くみ等につ いて体 系的 にわか り易 く

解 説 した本 コースの入門講座 です。

② ネ ッ トワークの基礎

デー タ伝送 の基礎 を把握 して いる ことを前提 に
,

ネ ッ トワー クの基 礎知識 としての交換方 式 ,網 構

成,構 成 要素 とと もにOAやFAの 通 信機能 で ある

LANや 将 来の通信 方式 の主体 とな るISDNに つ い

ての基礎 を解 説 します。

(3)伝送 制御 とネ ッ トワー ク ・ア ーキテ クチ ャ

情 報通 信 シス テムの基本 とな る伝送制御 とネ ッ

トワー ク ・アーキテ クチ ャについて ,そ の背景及

び概念 を明確 にす る とと もに,国 際的 な標準 ネ ッ

トワー ク ・アーキテ クチ ャで あるOSIに つ いて詳

細 に解説 します。 また,業 界 にお ける ビジネス ・

プロ トコルの標準 化 につ いて も最新動 向を解説 し

ます。

㈲通 信サ ー ビス

電 気通 信制 度 の 自由化 に よ りNCCの 事 業 が開

始 され,通 信 サ ー ビスの種 類 も選択 の幅が増加 し

てお ります。 ここではネ ッ トワー ク ・エ ンジニア

がニーズ に合致 した最適 な通 信サ ー ビスの評価,

選 択 が可能 になるよ うにサー ビスの機能,特 徴 を

詳細 に解説 します。

(5)ネ ッ トワーク構 成機器

情 報通信 シス テムの構成 に必要 な各種装置の機

能,性 能及 びその評価基準 等 につ いて詳細 に解説

します 。特 に シス テム化 の観点 か ら,各 装置の役

割 を明確 に し,目 的 に適 合す る機 器の評価,選 定,

導 入 を可能 に します。

⑥情報 通信 ネ ッ トワー クの要求定義 ・仕様化

情報 通信 ネ ッ トワー ク ・システムは企 業活動 に

とって必 要不可 欠な戦略 ツール とな ってお り,構

築 に先立つ 要求 定義段階 は極め て重要な プ ロセ ス

として位置付 け られて お ります。 こ こで は,ネ ッ

トワー ク ・エン ジニ ア として必 要かつ 充分な要求

定義段階 の知識,技 術,方 法 論につ いて学習 しま

す。

(7)情報 通信 ネ ッ トワー ク ・システムの構 築

不ッ トワー ク ・エン ジニ アの中心 的な業務 であ

る情 報通信 シス テムの設計 ・開発 か ら導 入 ・移行

にわた る全過程 に対 して,必 要かつ充 分な知識 ・

技術 を学 習 します。 さ らにケ ース ・ス タデ ィに基

づ く演習 によ り,実 務能 力が習得 で きます 。

(8)情報 通信 ネッ トワー ク ・システムの運 用 ・管理

情 報通信 ネッ トワー ク ・システムを適 切,円 滑

に運 用す るために必要 な管理 項 目や管理技 術等 に

つ き,学 習 します。特 に障害対 策 ,信 頼性,安 全

性管理 等セ キ ュ リテ ィ面 での講義 も行 い ます。

(9)ネッ トワー ク化 の動向

情 報通信 ネ ッ トワー ク ・システ ムにつ いて実例

に基 づ き,運 用上 の特 色,留 意点,課 題等 につい

て学 習 します 。 またネ ッ トワー ク ・エ ンジニア と

して必 要な法制度 や各種基 準 ・規格 の現状 や今 後

の課題 につ いての知 識 も習得 で きます。

現在実施 されて いる ネッ トワー ク ・エン ジニ ア

養成 コースに関す る評価 に基 づ き,項 目,内 容,

奥 行,時 間配分 等 に留意す ると ともに,新 しい話

題等 を取 り上 げ,効 果的 な授 業内容 に した上 で,

次 回 は,昭 和63年6月 上旬 よ り7月 中旬 まで,

開 催す る予定 です。一



ビジネスプロ トコルに関する調査研究

1.産 業界情報化の動向

産 業界の情報化 は社内 システ ム整備 の段 階 を終

え,取 引先 との連携 を含 めた新 しい段階 に 入って

い る。取引先 との連携 を指 向す る 主な動 機 は,次

の とお りであ る。す なわ ち,企 業 内の情 報化 が著

しく進ん だ今 日で は,取 引 先へ渡 すデ ー タは,コ

ンピ ュー タか らペ ーパ ーへ一度打 ち出 されてか ら,

相 手 に渡 され,相 手 は その デー タを再度 自社の コ

ン ピュー タに インプ ッ トす る。逆 に,相 手 か ら渡

図一1会 社Aか ら会社Bヘ データを送る

圏 『一

「〕

「豆レ
「

一

斤

i」

されて くるデー タ も,一 度ペ ーパーに出力 されて

か ら,再 度 自社の コ ンピュー タに インプ ッ トされ

る。少 な くと も,こ こで,出 力 と入力 とい う無駄

が ある。 これ を効率 化すれ ば,様 々な メ リッ トが

あ る。(図 一1参 照)

この よ うな分析 に基づいて,ネ ッ トワー ク化 を

進 め よう とす る企 業が多 いので あるが,実 際 には,

様 々な問題 に直 面 し,ス ムー ズに進 まない ケース

が 多い。 これの主要な原因 は ビジネス プロ トコル

の不一致 にあ ると考 え られてい る。

2、 ネ、ツ奄皇捗穿轟纏 勘禽.

取引先 とのネットワーク化が早 く進んだのは,

流通業界である。流通業界のネットワーク化は,

個々の企業の情報化が充分進んでいない段階で始

まったが,こ のことは流通業界にとって幸運だっ

た。流通業界では,大 手の企業が,情 報化の遅れ

ていた中小企業に共通手順(J手 順)と 端末を導

入す る形で,ネ ットワーク化が進んだ。すなわち,

多くの中小企業では,情 報化と同時に共通化が進

んだため,ビ ジネスプロトコルの不一致 という問

題を避けることができたのである。

しかしながら,大 企業間のビジネスプロトコル

の共通化は考慮されなか ったため,例 えば日用品



雑 貨業界 では,プ ラネ ッ トと花王 の ネ ッ トワーク

の2大 対 立の形 にな り,両 者 の乗 り入れば ,難 題

に なって しまった。 もっ とも,こ の ケースで は,

経 営戦略 とネ ッ トワー ク化 が密接 にか らんでい る

ため,ビ ジネス プ ロ トコルの不一致 だ けが,2大

対 立の原因 ではない。

一方 ,製 造業 界で は,大 手企 業 を中心 に,ネ ッ

トワー ク化への意 欲が増大 して きて お り,一 部 で

は実行 に移 され てい る。特 に,総 合商社 とメーカ

ーを結 ぶネ ッ トワー クが先行 してい る
。伊藤忠 商

事繊 維部 の取 引先 とのネ ッ トワー クは,製 造業 界

の ネッ トワー ク化の パイオニ アと して,特 に有 名

であ り,こ の成功 を きっかけ として,続 々 と取 引

先 との ネッ トワー ク化が実行 され るよ うにな って

きて いる。

この中 で,こ の1～2年 の間 に急速 に進ん だの

は,鉄 鋼業界 と総 合商社 の間の ネ ッ トワー クで あ

図 一2鉄 鋼 ・商社 間個別 ネ ッ トワーク

る。 この ネ ッ トワークは,共 同型で はな く,1:

1方 式 の個 別 ネッ トワー ク(図 一2参 照)で あ る

が,昭 和40年 代 に制 定 され た鉄 鋼商 社 間統 … ビ

ジネス プ ロ トコル に基づ いて構築 されて いるのが

特徴 であ る。

その他 の 業界 で も,少 しつ つ ネ ッ トワー ク化が

進 ん ではい るが,全 体 と して は 一一つの壁 に突 き当

ってい る。製 造業界 の大 手企業 は ,ネ ッ トワー ク

化 が進 む前 に,既 に,各 企 業の個別 の システムが

大規模 に展 開 し,各 企業個有 の ビジネス プロ トコ

ルが形成 されて いた。 これ らの ビジネス プロ トコ

ルに は共通性 がな いため ,大 企業 間の システ ムを

結合 す る場合 の大 きな障害 にな ってい る。 この状

況 は,大 企業 だけで はな く,中 堅以上 の企 業 では,

どこ も似 たよ うな状 況 になってい る。

鉄鋼業界 総合商社

3.解 決 へ のアブ ロー中旬チ

「 「 「

N製 鉄
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既 に共通性 のない各企業独 自の ビジ ネス プロ ト

コルが多数 存在す る状 況で
,い か にネ ッ トワー ク

化 を進 めてい くか が,今 日の情報 処理の主要 な課

題 であ る。

対策方 法 は2つ ある。一 つ は,既 にあ る独 自の

ビジネ スプ ロ トコル を捨 てて ,新 しい標 準 ビジネ

ス プ ロ トコル に,各 企業 と も変更す る方 法で あ り
,

も う一つ は,高 度 な コンバー ジ ョンを駆使 す る方

法 であ る。 どち らに も問 題点 があ る。前者の問題

点 は,そ の実行 が事実上 困難 な こ とであ る。 さら

に,ビ ジネスプ ロ トコル とは,個 性 であ り文化 で

あるので,そ の共通化 とは,無 個 性 ・画一 化 を意

味 し,共 通化 は元 々無理 な課題 だ とす る説 もあ る。

一 方
,後 者 につ いて は,N対Nの ネ ッ トワー クを

考 えた場合,コ ンバ ージ ョンの工数 が あま りに も

大 きくな り,現 実 的 に不可能 にな る とい う問題 が一



～一
ある。(図 一3参 照)

産 業情 報 化推進 セ ン ターで は,昭 和60年 か ら

この問題 に取 り組ん でお り,新 しい方法 として,

図 一4に 示す,中 間 ビジ ネス プロ トコルを介 した

コ ンバ ージ ョン方 式 を提案 してい る。 中間 ビジ ネ

ス プロ トコル とは,す なわ ち,標 準 ビジネスプ ロ

図一3N:Nに お け るコンバ ージ ョン方式

によ るネ ッ トワー ク

図 一4標 準(中 間)ビ ジネスプロ トコル

によ るネッ トワー ク化

(注)●:コ ン バ ー ジ ョ ン ・シ ス テ ム

図 一3よ りコ ンバ ー ジ ョン ・シ ステ ムが 少 な い

トコルで ある。 この方式 によ るネ ッ トワー ク化の

試 み も既 に始 まって い る。

電 子機械 業界 では,㈹ 日本電 子機 械工業会 内 に

オンラ イン化取引対 応委員会 を設置 し,業 界内 の

ネ ッ トワー ク化 につい て検討 して い るが,ビ ジ ネ

ス プロ トコル不一致へ の対 応策 として,こ の 中間

ビジネス プロ トコルを介 したコ ンバ ージ ョン方 式

を用 いる ことにな り,現 在,中 間 ビジ ネス プロ ト

コル として用 い る標準 ビジネスプ ロ トコル を鋭意

検討 中で あ り,そ の成果 が期待 されてい る。 この

業界 には,多 数の関連 業界 があ り,そ の ネ ッ トワ

ー ク化 は製造業 界に大 きなイ ンパ ク トを与 える も

の として,注 目され る。

4.今 後の動向

産業 界の ネ ッ トワー ク化 は,今 後 も留 ま るこ と

な く進 む と思 われ る。 また,ビ ジネス プロ トコル

に対す る対 策 も,さ らに多様 な方 法/手 段 が用 い

られ る こ とにな るだろ う。 まだSF的 な域 を出 な

い が,AI手 法 を応 用 した コ ンバ ー ジ ョン も検討

す る価値 が ある と思 う。

一方 ,も う一 つ忘れ る ことがで きないの は,経

済 の国際化 との関連 であ る。当然,国 際 レベルで

の デー タ交換 が増加 す るこ とにな るが,こ の場合

の ビジネスプ ロ トコルの標準化 も重要 であ る。

この面 で は,既 に,ISO/TC154で 国 際 デー タ

交 換標準 フ ォーマ ッ トの検 討が進 んでお り,産 業

情報化推進 セ ン ターは,本 年(1988)3月 よ り,

TC154のPメ ンバ ー(審 議団体)と な り,TC154

国 内 審議委 員会 を組織 して,標 準化 に,積 極的 に

取 り組 む予定 で ある。 この国際 デー タ交換標準 フ

ォーマ ッ トにつ いては,ま た別 の機 会 に報告 す る

こととして,こ の稿 を締 め させ てい ただ きます。

}



知識型情報検索システムの研究開発

1.は じ め に.
●

現在知識型 システムの研究開発が様々な分野に

おいて進め られていることは広 く知 られている。

当協会では,情 報検索を対象とした知識型システ

ムNIRS〔1 ,2〕 の開発 を進めている。 これは,

利用者の有する語彙および検索方法に関する知識

を格納 し,情 報検索 を支援す るためのシステムで

ある。

問題分野 としての情報検索は極めて個人の有す

る知識に基づいている。このため利用者を支援す

るには,検 索 される情報の質を高めるための情報

検索の戦略および利用者固有の知識が必要である。

したが って,こ のようなシステムを具体的に提供

することが必要であ り,あ る特定分野の専門的知

識および情報検索に係わる知識を明確にしなけれ

ばな らない。本 システム開発の目的はまさにここ

にある。

本稿 においてはNIRS開 発の経緯,目 的および

システムの構成の概略などについて極めて簡単に

紹介する。

2.知 識型情報検索 システムMRSの 設計WW
・

・

・ ●

NIRSの 検 索対 象 とす る情 報 は,市 場 に提供 さ

れて いる文 献 デー タベ ースを説 明す る ドキ ュメン

トの集合 で ある。現 時点 では,こ れ を工学 の分野

に 係 わ る デ ー タベ ー ス(例 え ば,INSPEC,

CONFな ど)の み に限定 して い る。 これ は,本 シ

ステムがデ ー タベー ス クリア リンゲシステ ム 〔3〕

に対す る個人的 な利 用 を支援 す る情報検索 システ

ムを実現 す る とい う要求 に応 えるために開発す る

ことと した ことによ る。

本 システ ムの開発 課題 は次 の とお り。

(1)問 い合 わせ要求 を記述 す る言語 を利用者 が問題

お よび分 野に応 じ設定 す るこ とが 可能 な環境 の提

供

(2)単な るテキ ス トではな く概念対 象に基づ く ドキ

ュメン トの検索

(3)概念 対象 間の構造 を反映す る論理結 合 子の解 釈

の実 現

これ らの課題 を解決す るため主要な設計方針 と

して,

(1)柔軟 な システ ム構成

②開 発の ための ツールの開発

{3)コ ンパ ク トな構造

な どがあ る。 また,こ れ を開発す るための ツール

の開発 では,こ の種 の システ ム開発 において は多

くの試行 錯誤 を伴 うため これに柔軟 に対処 す るこ

と,こ れを通 して比 較的汎用 な知 識表現 シス テム

を実現 で きる可能性 があ るこ と,な どが要求 され

た。 この ため,プ ロダクシ ョンシステムの 一一・つ で

あるPKBUSの 開 発 も併 せて行 って いる。

3.シ ステム構成 ・.・.・.・.・.・..・..・.・.
●

・
・ ・…..・ ・

NIRSは3種 の要素か ら構成 され る(図1)。

要素は,問 題解決のための推論を制御する推論機一



図1NtRSの 概 念的構造

構,情 報検 索の ための知識 を格納 す る知識 ベ ース,

デ ー タベー スオブ ジェク トベー スで ある。 ここで,

デ ー タベ ースオ ブジェク トは個 々の デー タベース

を説 明す るあ る一定 の デー タ構造 を用いて記述 し

た もので あ り,こ れ らの集 合が デー タベ ースオ ブ

ジェク トベー スとなる。

知識 ベースは,情 報検索 を行 うため に利用 され

る手続 きおよ び既存 の情 報検索 システムにおけ る

シソ ーラスの よ うな機能 を果 たす一 種の ネ ッ トワ

ークか ら成 る。 この ネッ トワー クは重み付 きネ ッ

トワー クで あ り,検 索 の ためのキ ーワー ドであ る

ノー ド,ノ ー ド間の 関係 を表す リン クか ら成 る

(記 述子 グ ラフ と呼 ぶ)。 重 み は リン クに付加 さ

れてお り,あ る2つ の分野 を記述す るため の概念

対 象(ノ ー ド)間 の関連 度の強 さを表す と共 に,

利 用者 か ら与 え られ る問 い合 わせ要求 に対 し推 論

の結果 得 られ たデ ータベース オブジ ェク トを順序

づけ るために利用 され る。

さらに知 識 ベース には記述 子 グラフの他 に,こ

の グラ フお よ び問 い合 わせ 文 の構 成要 素 で あ る

and,orお よ びnotを 解 釈す る手続 き,お よび問い

合 わせ の答 を順序 づ けるための手続 きが ある。 こ

れ らは手続 き的 な知識 で あ り,PKBUSに よ り記

述 されてい る。

推論機構は,入 力 された問い合わせ文の評価の

ための一連の流れを制御 している。

4.今 後の課題 ●

現在,NIRSは システムの枠組みが決定 され,

必要 となる機能の概略を明確 として開発の第一段

階が終了 した。

システムに対する問い合わせの実験では,出 力

の答に関 して現在,情 報検索の観点か ら評価 を進

めている。 これまでの実験では,極 めて簡単な問

い合わせについてではあるがほぼ満足す る結果を

得ている(図2)。

〔〔Subハ地 質 学)日od{Subj鉱1山 工 学n

図2し きい値の変化 による再現率と精度

今後,次 のよ うな観点からの研究開発が重要で

あると考えている。 この種のシステムでは利用者

の果たす役割 が極めて高い。例えば,記 述子 グラ

フの定義。これは現段階において利用者に任 され

ているが,知 識の定義の支援または半自動的に生

成す る機能が必要である。また,推 論の過程 を解

り易 くするための高度なインタフェースが求 めら

れる。

〔1〕 伊 藤,他:知 識 型情報検 索 シス テムNIRSの 構 造 につい

て,人 工知 能 システ ムの枠組み シンポ ジウム,1987

〔2〕JIPDEC:知 識型情報検索 システ ムの設計 と実現,1988,

準備中

〔3〕 機振 協:高 度 デー タベース システムの開発 に関 す るフ ィ

ージビ ィリテ ィスタデ ィ開発報告書,1988

1

t

「



' ノ

ICOTの ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム

(PSIネ ッ ト)

PSI(PersonalSequentialInferenceMachi-

ne)は,第 五世代 コンピ ュー タの研 究開発 の成果

の一つ で ある逐 次型推 論マ シンであ る。PSIネ ッ

トは,第 五 世代 コ ンピ ュー タの研 究開発促進 の た

め に構築 され たネ ッ トワー ク ・システムであ り,

ICOT(新 世 代 コ ン ピュータ技 術開発機 構)を は

じめ とし,第 五 世代 プロジ ェク トに参加 して い る

16サ イ トの企業 お よび研究 所間 をDDX－ パ ケ ッ ト

網 お よ び イーサ ネ ッ ト ・タ イプのLANで 結 合 し

た もの で あ る。現 在PSIネ ッ トには,約200台 の

PSIを 中 心 とす るコ ンピュー タが接続 されてい る。

当協会 はPSIネ ッ トの ソ フ トウ ェア開発 な らびに

運 用 を昭和60年 度 よ り実施 し現 在 に至 ってい る。

2.1物 理 構 成

図1にPSIネ ッ トの物理 構成 を示 す。PSIネ ッ

図1PSlネ ッ トの物 理構 成一



～

トに参加 す る各 サ イ トは,・ つ 以 上のLAN(単

位 網)か らな る複 合網 で構成 され,複 合網 間 は

DDX－ パ ケ ッ ト網 で接続 されてい る。

ホス トは ネッ トワー クに接続 され るPSIま た は

汎用 計算機 であ る。 また電 子メイルの管理,現 在

PSIを 使 用 してい るユ ーザー ・・藁箒,他 ホス トに

種 々の ネ ッ トワー ク情 報 やサ ー ビス機能 を提供す

るホ ス トをサーバ ・ホス トと呼ぶ。

LIA(LANイ ン タフ ェー ス ・ア ダ プ タ)は ホ

ス トをLANへ 接 続 す るた めの イ ン タフ ェー スを

つか さどる装 置 であ る。

TC(ト ラ ン シーバ)はLANの 伝 送 路 を司 る同

軸 ケ ーブルに接続 され,LIAに ケ ーブル を流れ る

信 号の送受信機 能 を提供 す る装置 であ る。

BRG(ブ リ ッジ)は 別 々の単 位網 に接続 され

た ホス ト間の通信 を可能 にす る単位網接続装 置で

ある。

GW(ゲ ー トウ ェイ)はDDX－ パ ケ ッ ト網 を利

用 し,異 な る複 合網 に接続 され たホス ト間の通信

を可能 にす る網 接続装置 であ る。

NCLIA(ネ ッ トワ ー ク ・コ ン トロールLANイ

ン タフ ェース ・アダプ タ)は ネ ッ トワー ク管理 者

に網 の診断,網 構成情 報の管理,ロ グ情報 の収集

等 の機 能 を提供す る装 置 であ る。

2.2ソ フ トウエア構 成

(1)ソ フ トウェアの特徴

PSI上 の ネ ッ トワー ク ・ソ フ トウ ェアは,PSI

の オ ペ レー テ ィン グ ・シス テムで あ るSIMPOS

(SequentialInferenceMachineProgrammi㎎

&OperatingSystem)に 含 まれ る。SIMPOS

は プ ログ ラム言 語ESP(ExtendedSelf-contain-

edProlog)で 記 述 され てい る。ESPは 論 理 型言

語Prologを ベ ー ス に,オ ブ ジ ェ ク ト指 向 パ ラダ

イムに基 づ くプログ ラム ・モ ジ ュール化機能 を導

入 した言語 で ある。

このためPSIネ ッ ト上 で送 受 され るデ ー タ も,

ソ フ トウェア内では メ ッセー ジ ・オブジ ェク トと

い う形 で プ ロセス間での受渡 しが行 われ る。 メ ッ

セー ジ ・オ ブジェク トは実 際に送受 され るデー タ

の他,通 信 に必要な各種 オ ブジ ェク トを保持 して

お り,受 渡 され たプ ロセ スは これ らの オブジ ェク

トを利用 して通信 を行 う。

(2}ソフ トウ ェア階層

図2にPSIネ ッ トの ソ フ トウ ェア構 成 を示 す。

ソ フ トウ ェ ア構 成 は階 層 構 造 に な って お り,

NCP(NetworkControlProgram)レ ベ ル 以下

を基本 機能,NCPよ り上 の レベル を応用 機 能 と

図2PSlネ ッ トの ソ フ トウェア構 成一



呼ぶ。

LIAソ フ トは,LIA-LIA間 の プ ロ トコル(通

信規約)を 処理 し,ホ ス トに対 し,基 本的 な ネ ッ

トワー クを介 した通信機能 を提供す る。

NCPはLIAと ネ ッ トワー ク入出 力 を利 用 す る

応用 プログラ ムとの間 に存在 し,LIAの 提 供 す る

イン タフェースを利用 してNCP-NCP間 の プロ ト

コルを処理 す ると共 に,ネ ッ トワー ク入出力を利

用す るプ ログラム(応 用 プ ログ ラム等)に 対 して

プ ロセ ス間 通 信 機 能 を提 供 す る。 ま たNCPは

LIAに よ って提 供 され る機能 を拡 張 し,信 頼性 を

向上 させて応用 プログ ラムに ネ ッ トワー ク入出力

機能 を提供す る。

応 用 プログ ラムは,ネ ッ トワーク入 出力 を利用

して プロセ ス間通信 を行 うことによ り,ホ ス トの

ユ ーザーに対 して種 々の ネ ッ トワー ク ・サー ビス

を提供 す るプ ログラムであ る。PSIネ ッ トの提供

す るメ イル システム,フ ァイル転送 システム等 は

この応用 フ。ログラムに属 す る。

(3)応用 機能

ユ ーザーが容 易 にネ ッ トワー ク機能 を利用 で き

るよ うに提供 されて い る種々の ネ ッ トワーク用 ツ

ール ,マ ニ ピュレータ類 であ り,次 の ものが ある。

① トーク ・システム

本 システ ムは2台 のPSI間 で,ビ ッ ト・マ ップ

・デ ィス プ レイの ウイン ドウを介 し,実 時間 での

会話機能 を提供 す る もの であ る。

② メイル ・システ ム

本 システ ムは電子 メイル機能 と電子掲示板 機能

を提供 す る。電 子 メイル機能 はPSIネ ッ トを利用

した電子的 な メイル(文 書)交 換 機能 であ る。す

なわ ち,メ イル を送 りたいユ ーザ ーはメイル ・シ

ス テムを利用 して メイル を作成 し,宛 先(複 数 も

可)を 指定 して投 函す る。 メイルはサ ーバ ・ホ ス

トの メ イル ・ボ ックスに ・'旦保 存 され る。 その後,

メ イル受信 者の 要求 によ り取 り出 され,デ ィスプ

レイに表示,プ リン タに印刷 あるいは フ ァイルに

セー ブす る ことが 口」能 であ る。後者 は複数の ユー

ザーに共有 され る提示板 のよ うな もので あ り,掲

示板 に対 して送 られ たメ イルは共有関係 に ある全

て のユ ーザ ーが参照 可能 であ る。

③ フ ァイル ・マニ ピ ュレー タ

本 マニ ピュ レー タは,フ ァイル,デ ィレク トリ,

あ るいはボ リュームに対す る各種 操作機能 を提供

す る。本機 能 はPSIネ ッ トで結 合 された他 のホ ス

ト(PSIま た は汎用計算 機)内 の フ ァイルや デ ィ

レク トリも自ホ ス ト同様 に操作可能 であ る。

④ リモ ー ト・ス クリー ン表示 システ ム

本 システ ムは,他 のPSIの ビ ッ ト ・マ ップ ・デ

ィス プレイ上に表示 され た画面 イ メー ジを 一一・定時

間 ごとに 自ホス トの デ ィス プレイに表示す る機能

を提供 す る もの であ る。

PSIネ ッ トワー クは現在運 用状態 に入 り,第 五

世代 プ ロジ ェク トの研究 開発情報 の交換 に活 用 さ

れ,今 後更 に接続 マ シンは年 を追 って増 える予定

で ある。 また機 能 的 に もUNIXマ シ ンで採 用 され

てい るARPAネ ッ トの プ ロ トコル(TCP/IPプ ロ

トコル)の サ ポー トを63年 度 よ り行 うこ とにな

ってい る。 これ によ りPSIの ユ ーザ ーは本 ネ ッ ト

を介 してCSNET等 の 国 際 ネ ッ トに も自由に ア ク

セス可能 となる予定で あ る。



海外の情報産業の動向

.・
・…情 報産業 界の動 向 ・

コ ンピ ュー タ市場 が一般 的に低迷 してい る中 で,

ス ーパー コンピ ュー タは抜群の成長 を示 してお り,

商 用 分野 へ の応 用 が加速 され るこ とに よ って,

1990年 代 に は30億 ドル市場 に拡 大 す る と予 想 さ

れ る。 また,こ こ数年 で急速 に台頭 して きた ミニ

スーパ ーコン ピュータの市場 も年率 に してお よそ

●.● ●● ・● ・.● ● ● ●● ・ ■ ・ ●

100%の 伸 びを 見せ て お り,1990年 に は10億 ドル

ほ どの市場 にな ると思 われ る。 ミニスーパ ーコ ン

ピ ュー タの導 入 は,DECのVAXを リプ レースす

る場合 が 多 く,ミ ニ コン ピ ュー タ(Pegasus)の

開 発等DECの 今 後の対応 が注 目 され る。

政策 ・制度

ア メ リカ科 学 財団(NSF)と 国 務省,商 務 省

は,1987年10月 か ら外国 の科 学 ・技 術情 報 を産

・官 ・学 の研究所 を対象 に提供 してい る。 これは

パ イロ ッ トプロジ ェク トで あ り,効 果 を見るため

5-・6ヶ 月問続 け られ,ユ ーザ ーは情報 の質,改

善すべ き点,サ ー ビスの評価 につ いて意 見 を求 め

られ る。

提供 され る情 報 は,国 務省の持 つ海外情報(海

外の科学 ・技術 に関 す る電信文 で機 密扱 いでな い

もの),NSFや 商 務省 その他 の省庁 のス タ ッフが

まとめ た レポ ー トな どであ る。 アメ リカが ターゲ

ッ トと してい るの は日本 の科 学 ・技術 情報 であ る

が,多 額 の費用 がか か るため,政 府 による海 外文

献の英訳 は進ん でいない。

また,特 定の在外 アメ リカ大 使館の科学担 当官

は,超 伝導 につ いての新 しい情報 はす ぐさまアイ

オ ワ州立 大学 のAmesResearchCenterに 報 告す

るよう指示 されて お り,機 密扱 いでない情報 につ

いて は,研 究者 はAmesや オ ー ク リッジにあ るエ

ネルギー省の超電導 情報 システ ムを通 じて手 に入

れ ることが で きる。

●・ ●・ ・Q・ ・ ● ● ●◆ ● ● ●
・ ハ ー ドウ エ ア

高速 コン ビ。ユ一 夕の製 造 メー カーで あ るPris-'

ma社 は,GigaBitLogic社 の カ スタムGaAsロ ジ

ック ・デバ イ スを使 用 して世 界初 のGaAsベ ー ス

の32ビ ッ ト ・リア ル ・タイ ム ・スーパ ー コン ピ

ュー タを製造す る ことを計画 してお り,そ の マシ

ンにはRISCア ー キ テ クチ ャを採 用 し,Ada言 語

を搭載す る予定 で あ る。

CrayResearch社 か らス ピンオフ して設立 され

たPrisma社 は,1989年 末 までに1号 機 を出荷 し,

1990年 代 の初 め までには フル生 産 に入 る計画 で,

価 格 は50万 ドル以上 にな ると想定 され る。

Prisma社 で は,従 来 の32ビ ッ ト・リアル ・タ

イ ム ・マシンに比 べ格段 に速 い100～200MIPSの

性 能域 を目標 に してい る。一一



海外ニュース

● ● ネ ッ トワ ー キ ン グ ・.

ア メ リカで はISDNの 商 用 サ ー ビス実験 に よ り,

中 央 か ら消 費者 構内へ のISDN1回 線 につい ての

ユ ーザ ー コス トが,従 来 の電 話 サー ビスの1 .5倍

程 度で あ ることが明 らかにな った。 これ は,音 声

及 び デー タ通 信 を行 うユーザ ーに とって,2本 の
　 　

よ り対 線 を用 いて同一機能 を実現す るの に比べ て

25%少 な い費用で済 む ことを意味す る。

現 在 の と ころ,ア メ リカにお けるISDN活 動 は

Al

全て試行的 な もの であ り,電 話会社 やサ ー ビス提

供 者に よって コス トが吸収 されて い る。 しか し,

1988年 中 に は少 な くと も5つ の電 話 会社 が 商用

ISDNサ ー ビスを開始す るとみ られ る。

既 に契約 が行 われてい るケー ス も2～3あ り,

そ の他 も熱心 な協議 が行われ てい る。 しか し,こ

れ までの ところ アメ リカ全土 をカバ ーす るよ うな

成熟 したサ ー ビスは見当た らな い。

...● ● ● ・

AIは,こ こ数 年騒 がれす ぎた。AIWinterと い

う言葉 も,聞 かれ るよ うにな って きたが,産 業 界

で は着 実 にAI技 術 を と り入れ た実 用 レベル の シ

ステ ムが動 き出 して いる。 また,パ ソ コンの世界

では,Lotus1-2-3にAI技 術 を と り入 れたAge-

ndaの 販 売 や,HyperTextの 概 念 か ら生 まれたH-

yperCardな どが強 烈 な反 響 を呼 ん でい る。今 ま

で一 部 の企 業 だ けで と り入れ られ たAIは,今 後

広 く一般 に普及 してい くこ と も確か であ ろ う。

今,産 業 界 はAIへ の無 制 限 な出 費 をや め,も

っ と現実 に近 い所 でAIへ の取 り組 み を始 め てお

り,ア メ リカの エ キ スパ ー トシス テ ムの 市場 は

1990年 ま でに70億 ドル(約1兆 円弱)に 成長 す

る ことが期待 され てい る。

教 育 ・訓 練 ・・・・ ・… .● ◆ ● ・・ ● ●● ●
・ ● ・.・ ・

アメ リカでは,1990年 代にエンジニア,科 学

者の不足が深刻化する反面,こ の分野での外国籍

の人員は増加す ると考えられている。

予想 される人員の不足が どの程度 となるかは明

らかではないが,若 年層の人口減少により現実 と

なるのは確実であり,科 学 ・技術分野での女性や

少数派民族の雇用拡大のための政策 を法令等によ

って定めるべ きとの意見がある。

また,大 学内での外国学生の比率が高 まりつつ

ある。例 えば,昨 年,大 学で博士号を取得 した

3,680人 の 内,外 国学 生 は1,441人 を 占め,エ ン

ジ ニ ア リ ン グ の 学 位 を 取 得 し た 外 国 学 生 が

13,451人 で あ ったのに対 し,ア メ リカ人 は5,232

人 で あった。外国人 の教授 が増 えた ため,意 志の

疎通 が うま くいかないた めに中退 す るアメ リカ人

学生が 出てい るこ とも原 因 と言 われて いる。'

しか し,こ の問題 について の研 究者の意 見は,

外 国籍 の人 員 を否定す るので はな く,将 来 の人的

資源 と して,女 性 や小数 派民族 とと もに積極 的 に

活用すべ きだ と して い る。
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日独情報技術フォーラム概要

一
1.経 緯一

日独情報技術 フォーラムは,西 ドイツとわが国

が情報技術分野における両国の相互理解と交流を

一層深め,活 発な産業,技 術協力の展開を通 じて

世界の情報化 に寄与 していくことを目的 として

1983年8月 に西 ドイツ研究技術省の リーゼン ・

フーバー大臣と当時の宇野通商産業大臣との間で,

その設置が合意 された ものである。このフォーフ

ムでは,両 国の情報技術にかかわる産業分野,学

術分野,お よび行政分野の指導的立場にある研究

者 ・技術者等が一堂に会 し,両 国の研究開発のあ

り方,協 力のあり方等について幅広 い意見交換 を

行 うとともに,人 的交流を深めることをね らいと

している。

当フォーラムは,毎 年1回 両国で交互に開催 さ

れることになっており,第1回 か ら第3回 までの

概要は,次 の とおりである。

〔第1回 〕
◆ ●.● ●

{1)期日 昭和59年(1984年)4月27日(金)

(2)場所 経団連会館(東 京)

(3)内容

①基調講演

「日本における情報化の現状 と将来展望」

児玉幸司 通商産業省機械情報産業用次長

「第5世 代 コンピュータ技術の研究開発動向」

元岡 達 東京大学教授

「ドイツ連邦共和国における情報技術の将来動

向」

U.Thomas研 究技術省第4局 次長

②分科会

「ニューメデ ィア」「コンピュータ」「半導体」

の3分 科会に分かれて各々の研究内容 を発表 し,

全体のまとめを行 った。

〔第2回 〕

(1)期 日 昭 和60年(1985年)4月28日(日)～

30日(火)

(2)場 所InternationalCongressCenter(Berlin)

(3)内 容

① 基 調 講 演一



「ドィッ連 邦共和 国にお ける情 報技 術 と政策 」

U.Thomas研 究 技術省第4局 次長

「高度情 報化社会 の実現 と政策」

牧野 力 通 商産 業省機械情 報産 業局電 子政

策課長

「ドィッ連 邦共和国 にお けるLANと そ の応 用」

C.BaackH.H.1

「日本 におけ るLANと そ の応用」

宮川 洋 東京大学教授

② 分科 会

「パ ブ リ ックサ ー ビス」 「システ ム」 「コ ンポ

ー ネン ト」 の3分 科 会 に分 かれて各 々の研究 内

容 を発 表 し,全 体 の まとめを行 った。

〔第3回 〕'

(1)期 日 昭 和61年(1986年)10月21日(火)～

24日(金)

{2)場所 京王 プラザホテル(東 京)

(3)内容

①基調 講演

児玉幸 治 通商産 業省機械情 報産業局長

U.Thomas研 究 技術省 第4局 次長

山本 卓真 電 子工業振興 協会副会長

N.SzyperskiMamesmannKienzle会 長

② パ ネル ・デ ィスカ ッシ ョン

「情報 技術 におけ る長期市 場展 望」

日本 側:

宮 川 公男 一橋 大学教授 他3名

ドイツ側:

H.J.QueisserMax-Planck-lnstitut他3

名

③ 分科会

「ニ ューメデ ィア」 「コ ンピ ュー タ」 「半導 体」

海外ニュース

の3分 科会に分かれて各々の研究内容を発表し,

全体のまとめを行った。

2.今 年度の活動内容

今年度 の活動 の概要 は,次 の とお りで ある。

(1)期 日 昭和62年(1987年)10月28日(水)

～30日(金)

(2)場所Max-Planck-lnstitut(Stuttgart)

(3)参加 者 日本側:38名

ドイツ側:62名

合 計:100名

(4)内容

①招待 講演

「カ ンタムホール効果」

Prof.Dr.VonKlitzi㎎

「超電導 」

田中昭 二 東京 大学教授

②分科 会

「ニ ュー メデ ィア」 「コン ピュー タ」 「半 導体」

の3分 科 会 に分 かれて各 々の研究内容 を発 表 し,

全 体の ま とめを行 った。

3.63年 度 の予定

63年 度 は,日 本側 で 開催 す る予定 で あ り,期

日は11月 下 旬,場 所 は京 都 が候 補 地 として あ げ

られて い る。 なお,テ ー マ別分科 会(ニ ューメデ

ィア,コ ンピュー タ,半 導体)に つい ては,従 来

どお りであ るが,両 国間 にお け る情報技術 の共 同

研究 も議題 として取 り上 げ られ る予定 であ る。

29



昭和62年 秋期情報処理技術者試験

試験区分:情 報処理 システム監査技術者試験

特種情報処理技術者試験

第一種情報処理技術者試験

第』二種情報処理技術者試験

昭和62年10月18日(日)試験 日:

合格発表

システム

監 査

種

種

種

一

二

特

第

第

合格者の年齢:

平均年齢 最年長 最年少

システム監査 37.2歳 64歳 27歳(年 齢制限 あり)

特 種 30.8歳 55歳 25歳(年 齢制限あり)

第 … 種 26.0歳 60歳 16歳

第 二 種 23.3歳 64歳 15齢

昭和63年1月29日 官報公示

昭 和62年11月27日 官 報公示

合格者 数,合 格率:

シ ステ ム378人6.3%(過 去 平均 合格 率

監.査6
.3%)

特 種946人8.1%(同10.8%)

第 一 種9,027人19.7%(同13.9%)

第 二 種17,367人15.7%(同16.8%)

合 格 率 の高い試験地:

シ ステム 金沢(10.1%),福 岡(7.9%)

監 査

特 種 大分(16.1%),札 幌(12.1%)

第 一 種 高松(22.6%),長 野(22.1%)

第 二 種 新潟(25.9%),大 分(20.0%)

女 性 合格 者:

シ ステ ム8人(対 前 年度比33.3%増)
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・87マイクロコンピュータ応用システム開発技術者試験

昭和62年 度 マイ クロコンピ ュー タ応用 システ ム

開発技術 者試験の合格 者が発表 にな った。

初級試 験は今回 が31n1日 で 、応募者7,883人,合

格者1,194人,合 格 率19.8%。 中 級試験 は今回 が第

1回 で応 募者2,594人,合 格者245人,合 格率12.2

%で あ った。最 年少 は初,中 級 と も16才,最 年 長

}ま審刀級56才',lii級45才'。

合格者 の特 徴 としては,研 究 ・開発業務 に従 事し

てい る人の割合 が非常 に高 く,初 級 で約%(33.1

%),中 級 では過 半数以 ヒ(56.7%)を 占 め,他 試

験 と大 きな相 違が 見 られ る。

本試験 は,今 回初級,中 級の 二種 を実施 したが,

受 験者の全体 的な傾 向 として は,社 会人 が中心 で,

年 齢 もかな り高 く,業 務 内容 か らみて も実務者 が

中心 とな って い る。

マイコンの実務経験年数別内訳
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62年 度

応募者(才) 合格者(才)

初級 中級 初級 中級

・P均年 令 25.7 一 28.5 一

最年少 16 一 16 一

最年長 69 62 56 45

62年 度

…

…

一

応募者(人) 合格者(人)

初級 中級 初級 中級

経 験 な し 3,633 420 324 36

1年 未 満 1,311 201 160 17

1年 以 ヒ3年 未満 1,553 596 308 31

3年 以 ヒ5年 未満 740 672 227 66

5年 以 ヒ10年 未満 351 603 135 78

10年 以1: 259 102 11 12

不 明 一 一 一 5

合 計 7,883 2,594 L194 245

1劉



勤務先別内訳

従事している業務別内訳

デ ー タ ・ バ ン

62年 度

応募者(人) 合格 者(人 、

初級 中級 初級 中級

電 算 機 735 338 149 34

シ ス テ ム ハ ウ ス 800 424 111 55

メ カ ト ロ ニ ク ス 663 316 171 27

情 報 サ ー ビ ス 1,711 641 172 40

一 般 企 業 ・団 体
1,657 622 375 60

官 公 庁 『 　 7 1

学校 ・研究機関 一 一 43 10

学 生 ・ 生 徒 一 一 147 12

そ の 他 一 『 19 6

合 計 7,883 2,594 1,194

ト

245

62年 度

応募者(人) 合格者(人)

初級 中級 初級 中級

研 究 ・ 開 発 2,118 1,249 536 139

情 報 処 理 1,867 644 210 41

製 造 831 287 143 25

保 守 ・ サ ー ビ ス 322 68 42 5

営 業 129 34 10 3

調 査 ・ 企 画 30 7 4 0

教 育 186 81 46 8

その他(学生を含む)
.

2,400 224 203 24

合 計 7,883 2,594 1,194 245
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1988年 コンピュー-PIIタ利用状況/オ ンライン化調査集計結果

0別 体1㈱ 処理rva発 協 会 が毎殿 施 して い る

1納 。ンピ_タ ・ユーザ 樹 象 とした 「コン

ビ ㌻ 婦 川 状 況調 査お よびオ ンライン化調 査・

(1987年9戊 休ll練)la現 在,集;;bilで あ るが この

ほ ど.部 糸課 がま とま ・たので この欄 を借 りて速

報 を ご紹介す る。

本調査 は,

(1)コ ン ピ ュータ利用目犬況調査i

(4礫 種:全 ・ン ピゴ タユーザ ー)

(カオ ンライン化調 査.

(40業 種:オ ン ラインユ ーザ ー)

ガ つを稚 し,ユ ーザ ーを 一一次… 次 一 次産

業,公 務等 の業種 に分類 し,ま た資本 金,従 業員,

輔,・ ンピ_タ ・・テ・規模 別等 喋 計 を行

ってい る。

締 項 目は以 トの鋤 で あるが・敏 三項 目の見

乱 輔 。て特 にその時 々の情 報化 の動 向 を反映

させ るよ う努力 し,今 年度 は,エ キスパー トシス

テ ムの動 向について も簡 単な が ら項 目に入れた。

〈主な調査項 目〉

.コ ン ピュータシステ ムの保有 と利用状況

.コ ンピ ュータ部 門運用経 費

.コ ン ピュータ要員 の状 況

.コ ンピ ュータ化適用業務

.。 一カルエ リア ネ。 トワー ク(LAN)

.デ ー タベ ース利 用

.シ ステ ム安 全対策状 況

.シ ステ ム監査

・オ ンラインシステ ム形態

・コンピ ュータ/コ ン ピュー タ ・ネッ トワー ク

・通信 回線の保有

・国際通信 サー ビスの利 用

・オン ライン端末機 器の利用

コンピュータ部門運用経費月額の費目構成割合
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68、914円/月



デ ー タ ・ バ ン ク

〈調査集計結果〉

1.対 象 企業 の属性

全 ユ ー ザ ー オ ン ラ イン ユ ー ザ ー

調査集計対象件数 959件 797件

対 象 企 業 の

・1え均 資 本 金

'}∠均 年 商

・1ノ均 従 業 員 数

(828件)83億 円

(734件)1,406億llJ

2,148人

(7021牛)97億1り

(614件)1,647億 円

2,506人

2.集 計 概要

〈その1>

コ ン ピュータ経 費は,1社 当 り月額5,860万 円

(図 一1)

コ ン ピュータ部門 の運 用経費 は,全 ユ ーザ ー対

象 で1社 当 り月額5,860万 円(前 年度5,464万 円)

で あ り,そ の うちの48%は 機 械設備費 で占め られ

てい る。 また,人 件費 は,1,280万 円(21 .8%)で

あ り前 年度23.3%で あ った ものが若 干 ドった。

オ ンラインユーザ ーにつ いては,同 総額6 ,891万

円(前 年度7,514万 円)で 人件 費、機械 設備費等 内

訳に全 ユーザ ー との構成 比の 著 しい差はない。

〈その2>

醸 繕 弓 翻 鰺 鱗 顯 の1・9%
○'、 ㌧ ∵,一 ㌦バ ㌧ 一(図 一2)

コ ン ピュー タ部門 の要 員数 は企業 の規模 で大 き

く異 な り,従 業 員 クラス別 で見 る と100人 未 満 の

企業 では26%も 要 員 をか か えてい る。

これは要員 の比率 が高 い情報処 理 サー ビス ・ソ

フ トウェア業 が この クラスに多 く存在 してい るか

らで あるが,従 業員規模 と要員 の比 率は反比例 し

てい るこ とがわか る。 オ ンラインユーザ ーについ

て も1同様 であ るが,全 体 では,

して要員数 は多い。

全ユーザ ーと比較

図一2従 業員規模別 ・コンピュータ要員数の全

従業員数に対する割合

〔]全1
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〈その3>

人 の過 失 による事 故は34.5%(画 一3)

コ ン ピュータ システ ム事 故,障 害は相変 わ らず

多い が 「人 の過失 によ る事故 や システム障害」 が

目立って多 い ことがわか る。 また前年度 と比較 し

て見て も,1社 当 りの 、y・均 事故 ・障害数(3.6件)

は変 わ らな い。

図一3シ ステム事故 ・障害状況(現 在 までの総経験)
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〈その4>

外 部 デー タベー スの利 用は画像 や音声 に期待

(図 一一4>

外 部 デ ータベ ースは現 在 よ りも将来(5年 後)

図 一4

に 期待 がかけ られ てい ることは回答数が5年 後 の

方 が多い ことで もうかが える。特に現在 に比 べて,

将 来の利用 予定 が高 ま りそ うなの は,画 像(映 像)

や1'†声 の デー タベ ースであ る。

データベース利用の現状と5年 後の予定(社 数比)

↓イ/ラ イ/fヒ 調 査ノ
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〈その5>

通 信 回線数の比率 は995:5(NTT:NCC)

(図 一一5)

当協 会 独 自の調査 の1つ で ある通信 回線 の調査

図一5

は,今 年度NCC(NewCommonCarrier)の 回 線

数 を項 目に加 え新 たな集計 を行 った。その結果N

TT:NCCで は 回線数 の比 で995:5と な りNTT

が 依 然 として圧 してい る。5年 後 の予定 をみ ると

全回線の使用現況 と5年 後の予定(回 線数比)

(オ ンライン化調査)
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デ ー タ ・ バ ン ク

図一6国 際回線数使用現況と5年 後の予定

(社数比)

国際 電 話 国 際 公衆 国 際 高速

デー パ 云送 デー タ伝 送

(VEIUS・P〕(VENUS.1 .Pl

国腐蔀

約984:16に 上 る と予 想 されて い る。

〈その6>

国 際伝送 サー ビス,5年 後 に大 きな伸 び

(pa・-6)

国 際 伝送 サ ー ビスについては,「VENUS-LP」

や,「 テ レ ビ会議 サ ー ビス」を項 目 として加 え集計

した ところ,双 方 と も5年 後 の 予想 の伸 びが大 き

くな って いる。

〈その7>

5年 後,オ ンラィンデ・・…タ伝送は2,7倍

(図 一7)

当協 会 の算出 した ところでは,ト ランザ クシ ョ

ン数ベ ースで5年 後 に約2.7倍 に な る と見込 まれ,

前 年度 よ り0.1ポ イ ン ト上 が ってい る。

以上,集 計結果 の一部 をお知 らせ した。全体の

詳細 は,「 情報 化 白書」(3月 末刊行予定)に 掲載

す る他,報 告書 として,と りま とめ る予定 であ る。

図一75年 後の自社 トランザクション数
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情報化社会と印刷業

総合情報加工サー ビス業への発展一

共同印刷株式会社情報システム部CTS開 発課長 空 閑 明

・話題 を呼ぶ電子 出版

電 子出版 とい う言葉 が大 きな話題 を呼ん でい る。

CD-ROM等 の 各 種電 子 メデ ィア によ る出版 や,

DTP(DeskTopPublishi㎎)にfC表 され る コン

ピ ュー タによ る文書作成 システ ムを使用 した出版

を総称 して電 子 出版 とい う言葉 が使 われ てい る。

・情報 処理技術 と印刷 技術

情 報化社会 の到 来 は印刷企 業 に も大 きな影響 を

与 えて いる。 これ まで写 真的な アナ ログプ ロセ ス

で処理 されて きた印刷 の前処理工程(製 版工 程)

に,電 算写 植機(文 字処理 シス テム)や,ト ータ

ル スキ ャナ(カ ラー画像処理 システム)の コン ピ

ュー タシステムが導 入 され,デ ジタル的な プロセ

スが中心 とな って きて いる。 この結果,こ れ らの

シス テムで処理 され る文字 や画像 のデ ータの蓄積

や,各 種の情報 加工 が可能 となって きた。

この よ うな環 境 の中で,印 刷企業 に とっての中

心 的な技術 とな って きたの が,CTS(Compute-

rizedTypesetti㎎System)で あ る。 これまで印

刷 物作 成 の た め に培 って きた技 術 的 な ノウハ ウ

(高 品質,高 精度,大 量,高 速処理)が,情 報処

理技術 と結 び付 くことによって,他 業界 にない独

特の ソ フ トウ ェア技 術の基盤 を築 き上 げ るに至 っ

た。

・文書作 成処理 の一般化

ワー ドプ ロセ ッサ,パ ーソナル コン ピュー タの

普及 に よって,こ れ まで印刷業界 のみ で扱 われて

いた文書作成 の作業 が広 く一般化 して きてお り,

誰 で も簡単 にで きるよ うにな って きた。 この結果

として印刷 業 界 に もこれ らの機 器 で作 成 され た

FDデ ー タによ る原 稿 入稿 が増 加 して い る。 しか

しな が ら,ワ ー ドプ ロセ ッサ等 のFDフ ォー マ ッ

トはメーカ ー及 び機種 に よって全 く異 なってお り,

これ らのFDデ ー タ原 稿 は,印 刷企 業内 の シス テ

ムに合わせ た フ ォーマ ッ トに変換 を行 わな けれ ば

な らな い。 これ に必要 なデー タ変換 ソ フ トウ ェア

は各印刷企 業が独 自に開発 して い る例 が 多い。

また,文 書の比較 的複雑 な レイア ウ トも可能 で,

文 字,図 形,画 像 のデ ータの同時処理 を も実 現 し

たDTP(DeskTopPublishi㎎)や,電 子組 版機

と呼ばれ,電 算写植 機 に比 べ機 能面 では制限 はあ

る ものの操作性 や価格 の面 で よ り使 いやす い文書

作成装 置 も普及 しつつ あ る。印刷企 業で は これ ら

の シ ステ ム と自社 のCTSと を連 動 させ,こ れ ら

の システ ムで作成 され た文書 を よ り高精細,高 品

質 な印刷物 へ と変換 可能 とす るよ うなソ フ トウ ェ

ア開発 を行 ってい る。

・多様 化す る情 報 メデ ィア

一時期大 きな話題 とな ったニ ュー メデ ィア もそ

の波 は落 ち着 いて,着 実 にメデ ィアの多様化 とし

て進 んでい る。 これ まで は本 や雑 誌 とい う紙 メデ

ィアに よる出版 が中心 だ った もの が,CD-ROM

を初 めとす るパ ッケージメデ ィアや,キ ャプテ ン

(ビ デオ テ ックス),文 字放 送(テ レテキス ト)

等 に情報提供 メデ ィアが多様化 して きてお り,こ

の傾向 は今後 と もます ます進 んでい く。 しか しな

が ら,こ の よ うな新 しい電 子 メデ ィアで提供 され

てい る情 報 内容 は,印 刷企 業 がCTSで 蓄 積 して



一
きた情報 を ベース として これ をそれ ぞれの メデ ィ

ア用 に情 報加工 を行 って いる例 がほ とん どで ある。

す なわ ち,CTSを 中 核 に あ らゆ る メデ ィア に情

報提供 が可 能 な総合情報 処理 シス テムの構築 が進

んで い る。

・マル チメデ ィア対応総 合情報処理 システ ム

当社 と して は 従 来 か ら,ビ デ オ テ ッ クス,

CATV,パ ソ コン通 信,CD-ROM等 の 新 しい メ

デ ィアに取 り組 み,情 報提供 を行 うと同時 に,関

連 ソフ トウ ェアの研究,開 発 を進 めて きた。 当初

はこれ らの メデ ィアに対 し個別 に対応 を して きた

が,こ れ らの技術 を統 合 し,マ ルチ メデ ィア総 合

情報処理 システム と名付 け,更 に充実 させ るべ く

各種 の開発 を進 めてい る。 この システムは これ ま

で当社 が蓄積 して きた文字処理 ・画像処理 の ソフ

トウ ェア技術,各 種 メデ ィア間の データ コンバ ー

ト技術,デ ー タを管理 ・運用す るための デー タベ

ー ス技術等 の有 機的 な結 合 を図 った もの である。

当社 と しては この マルチ メデ ィア総 合情報処理 シ

ス テムを中核 と して,企 画 ・編集 等の ク リエイテ

ィブな ノウハ ウを加 味す るこ とによ り,あ らゆ る

ニ ーズに対応可 能 な総合 的 な情報 加工サ ー ビス業

として,各 種 の マルチ メデ ィアによ る電子出版 に

積極 的忙 対応 を行 ってい る。

・拡 大す る印刷 技術応用 分野

これ まで当社 を含 む印刷業界 は,社 会的 なニー

ズや,得 意先企 業か らの要請 に積極 的 に対応 す る

こ とに よって,関 連技術 の蓄積 に努め,応 用分 野

を拡 大 して きた。 この傾 向は今後 ます ます強 くな

マルチメデ ィア対応総合情報処理 システム
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り,特 に情報処理技術と結び付いた情報加工分野

では更に発展す ることは間違いない。当社として

も情報の性質や量の問題で現状では統合が難 しい

文字データと画像データの同時処理や,画 像デー

タの伝送技術,音 声データや動画の処理技術等に

ついて も着々と技術蓄積を進めており,マ ルチメ

ディア総合情報処理システムを充実 させ,発 展 さ

せて行 くことによって適用分野の拡大を目指 して

いる。

今後 ますます進展する情報化社会において情報

提供 メデ ィアの多様化は更に進展 して行 くものと

思われる。当社 としては,あ らゆるメデ ィアに対

し,そ れぞれのメデ ィアの特徴にあった形での情

報加工に対応すると同時に,よ り広い範囲で考え

た出版に対 し,当 社の情報処理技術 を活用 してい

ただけるような企画の提案 を行い,こ れに必要な

技術を提供 して行 く。一



( イ ンフ ォ メー シ ョン )
〈イベン ト名〉①開催 日②開催場所③主な内容④問合せ先※主催団体の都合で変更す る場合があ ります。一
〈電気通信主任技術者のための電気通信法令講習

会〉①②63/4/12乃 木坂健保会館,63/4/15大

阪郵便貯金会館③電気通信事業関係法令 を体系的,

具体的に解説④㈱日本情報通信振興協会セ ミナー

}日当魯03-591-3818

〈EP'88(第1回 電子 出版 システム展)〉 ①63/4

/21～4/24② サ ンシ ャイ ンシテ ィミプロ展示 場

③ 最 新 のEP関 連 シス テムの展示,実 演④ 日本経

済新聞社1rO3-270-0251※JIPDEC協 賛

〈CAI&教 育 メデ ィア ン ョー'88>一 メデ ィア ミ

ックスで広 がる教育 コ ミュニ ケー シ ョンー ①63/

4/21・-4/24② サ ン シ ャイン シテ ィセ ン ターポ

ールA .B③ 最 新 の教 育 メデ ィアの展示,実 演④ 日

本経 済新聞社nO3-270-0251※JIPDEC協 賛一
〈マイ クロコ ン ピュー タ ショウ'88>①63/5/11

--63/5/14② 東 京流 通 セ ン ター③ マ イ ク ロプ ロ

セ ッサ,メ モ リ,周 辺機器,パ ソコ ン,ワ ー クス

テー シ ョン,ソ フ トウ ェア,サ ポー ト開発 ツール

等 の展示,実 演④ ㈹ 日本 電子 工業振 興協 会mO3-

433-4547

〈CADMEC'88>①63/5/19～63/5/22② 西 日

本総 合展 示場 ④西 日本産 業 貿易 見本市 協 会 ※JI-

PDEC協 賛

〈第五世代 コ ンピュータに関す るシ ンポ ジウムー

研 究開発 の成 果報 告 一〉 ①63/5/31-一 一63/6/1

② 九段 会館大 ホール③ 第五世代 コン ピュー タプ ロ

ジ ェク トの62年 度 成果 概要 の報 告,デ モ ン ス ト

レー シ ョン④(財)新 世代 コンピ ュー タ技術 開発

機樟睾曾03-456-3195

ぐ88研 究 ・開発支援 システム展〉①63/5/9～

63/5/12② 晴海 ・国際見本市会場④㈹ 日本能率

協会技術事業本部nO3-434-6211一
〈マ イ クロ コン ピュー タ シ ョウ'88大 阪 〉①63/

6/29～63/7/2② 大 阪マ ーチ ャン ダイズマ ー ト

(OMM)展 示 ホ ール④ ㈹関西電 子工 業振 興 セ ン

ター,㈹ 日本電 子工業振興協 会⑰03-433-4547

〈ComputerGraphicsOsaka'88>①63/6/1

一一63/6/4② 大 阪城 ホー ル④㈹ 日本能 率協会技 術

事業本部 舎03-434-6211

〈ComputerGraphicsTokyo'88>①63/6/21

--63/6/24② 東 京流 通 セ ン ター④ ㈹ 日本 能 率協

会技術事業本 部nO3-434-6211

船 舶



一
〈リスク&セ キ ュ リテ ィマ ネジ メン ト'88>①63

/7/4～63/7/7② 東 京流通 セ ンター第2展 示場

④ 日本経済 新聞社ftO3-270-0251※JIPDEC協 賛

〈デ ータ シ ョヴ88>①63/9/27～63/9/30② 晴

海 展 示 場④c;D日 本 電 子工 業振 興 協会nO3-433一

4547

〈'88関 西 デ ー タ ベ ー ス フ ェ ア 〉 ①63/11/29～63

/12/1② 大 阪 マ ー チ ャ ン ダ ィ ス マ ー ト ビ ル ④ 関 西

デ ー タ ベ ー ス 協 議 会eO6-346-2541

〔新 刊 ご案 内〕 〈書名〉⑦発行田 内容③発行者

〈日経教育 メディア総合 ガイ ド'88>①63/2③

日本経済新聞社

〈OSIの 実 用化 をめ ざ して一翼機種 間接続 に関 す

るユ ーザ ー状況 の調 査一 〉①63/3②(1)OSIに 関

す るユ ーザーの意識調 査(2)ユ ー ザーの ネ ッ トワー

クシステ ムにお ける異機 種間接続 の現 状③(財)

情 報処理相互 運用技術 協会

〈海外 におけるOSIの 動向調査〉①63/3② 〔1)調

査 チームによる海外におけるOSIの 動向調査(2)

OSI関 連の文献調査③(財)情 報処理相互運用技

術協会

〈第1回 アジア情報技術標準化フォーラム報告書〉

①63/3② フォーラムの構想,経 過,報 告,結 果

③㈹日本機械工業連合会,(財)国 際情報化協力

センター

〈"NEWS-StandardizationoflnformationT-

echnology"創 刊 号 〉 ①63/4(予 定)②"ア

ジア情 報 技術 標準 化 フ ォー ラム"開 催結 果,IT

標 準 化 とOSIへ の 取 組 み,ISO/TC97とJTC1③

(財)国 際情報化 協力 セ ンター

〈デー タベ ー ス白書 〉①63/4(予 定 〉③(財)

デ ー タベー ス振興 セ ンター

〈欧州におけるOSIの 製品化状況 とユーザー利用

状況の調査〉①63/3② 欧州のサ プライヤの戦略,

欧州のユーザーの位置付け,政 府の政策,分 析③

(財)情 報処理相互運用技術協会

〈1987ソ フ トウ ェア プロ ダク ト年 鑑〉①63/3②

691本 の ソ フ トウ ェ ア プ ロダ ク ト情 報 を掲 載 ③

(財)ソ フ トウ ェア情 報セ ン ター監修:通 商産 業

省

昔の国際通信についての情報提供を
わ が 国 の 国 際 通 信 は 明 治4年 、 長 崎 －h海 関 海

底 通 信 ケ ー ブ ル に よ って 始 ま り ま し た が,こ れ ら

の 資 料 は 比 較 的 少 な い の が 実 情 で す 。

KDDで は 創 業35周 年 を機 に,明 治 以 降 の 国 際

通 信 に 関 す る 文 書,機 器 を は じ め,扱 わ れ た 通 信

文,伝 送 写 真 等 の 収 集,保 存 を 進 め て お り,関 係

者 に 情 報 の提 供 を呼 びか け て い ま す 。 ご'報 を お

待 ち して い ま す 。

「財)KDDエ ンジニァリングァンドコンサルテ ィンゲ 技術部

〒163東 京昂噺 宿1メ西新『～}2-4-1新 宿NSビiL
TELO3-347-9160担't'1:楠 山一



JIPDECだ より

設立20周 年記念披露パーティ
ー高度情報化社会構築へ向けて一

当協会の設1ゾ20周 年記念披露 パーテ ィが,去

る昭和62年12年14日,各 界か らの600名 を超 える

ご来臨 を得,東 京プリンスホテル 「プロビデンス

ホール」にて開催 された。

当協会会長影山衛司の挨拶で幕を開けたパーテ

ィは,倉 田寛之通商産業政務次官および奥山雄材

郵政省電気通信局長のご挨拶,倉 成正情報産 業議

員連盟会長の ご祝辞をいただき,難 波捷吾当協会

初代会長の乾杯の音頭をもって懇談に移 り,約2

時間,和 やか な雰 囲気の 中,極 め て盛 況に終始 し

た。 さらに,国 務 ご多忙 中に もか かわ らず,小 淵

恵 二内閣官房 長官 に もご出席 いた だ き,そ れは,

当パ ーテ ィを'層 盛 りヒげ るもの となった。

この20周 年 を機 会 として,役 職員 一同,当 協会

の 中 立的公的機 関 とい う特色 を活 か しつつ,わ が

国 の高度情報化 社会の構築 に向 けて,一 層の努 力

を傾 け る決意 を新 たに した次第 であ る。

倉田寛之 通商産業
政務次官

^':ぷ エ{,・ ぺ

が

　幽 ℃

亡

㍗
4
〆

‥
「コ

㌧

＼

、
～
8

べ寧

・
埠
、
薄

～ 奥山雄材 郵政省電気
通 信 局 長

▲当協会会長 影山衛司
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難波捷吾 当 協 会
初代会長



一
「情報化総合指標の作成に関する調査研究

」

急速な進展 をみせるわが国の情報化については,

すでに多 くの調査結果が報告されている。 しか し,

各種の統計やそれに基づ く指標 は,各 々の目的に

即して作成しているため,情 報化の動向を総合的

に判断することは困難である。

このため,本 調査研究では,内 外の情報化に関

す る資料を収集 し,各 種指標の整合化を図る分析

作業を実施 し,産 業界における情報化の進展度等,

わが国における情報化の推移を総合的に把握する

ことを目的 としている。

また,こ れ らのデー タをもとに海外先進諸国と

の状況を購買力平価等により比較し,情 報化総合

指標 としてわが国の情報化に関する国際的位置づ

～う,将 来動向を明確化す るための指標を作成して

い る。なお,「 情報化総合指標調査研究委員会」

(委員長東京大学教養学部公文俊平教授)を 設置

し,基 本方針,実 施計画等について審議 ・検討 を

行 っている。

米国情報産業実態調査団

当協会 では,毎 年米 国の情報産 業にお ける先端

技術 の実態 を視察す る調査団 を実施 し,参 加者 の

方 々か ら高 い評 価 を得 て い ます。 昭和63年 度 は

以 下の要領 で行い ます ので,同 企画 にご賛 同の上,

是 非 ご参加下 さるよ うご案 内 いた します。

1.日 程

出発:昭 和63年5月30日(月)

帰 国:昭 和63年6月12日(日)

2.訪 問都 市

ロス アンゼルス,ニ ュー ヨー ク,ワ シン トン,

サ ンフラン シス コ,ホ ノルル

3.調 査訪 問先

{1)NCE/NCC'88(全 米 コン ピュー タ展示会/会

議)

〔2}ENE'88i(国 際 企 業 ネ ッ トワー キ ン グ ・イ

ベ ン ト)

〔3)特別 セ ミナ ー

QuantumScience社(ニ ュー ヨー ク)

PaloAltoManagementGroup社(サ ン フラ

ン シス コ)

{4}企業 訪 問:米 国の情報産 業関連 の先 進企 業の

訪 問

3.募 集

調査団 員は広 く一般 か ら募 集 します。

4.参 加費:一 般970,000円

賛 助会 員950,000円

/会議参 加費,セ ミナー費,高 級 ホテル シン グ

ル部屋 朝食付,移 動費,会 食費 が含 まれ ます。)

5.申 込 締 切 日:4月22日(金)

定 員にな り次第締 め切 らせ てい ただ きます。

6.問 い合 せ先

(財)日 本情 報処理開 発協会

調 査部海外 調査団担 当

nO3-432-9381

第2回 コン ピュー タ ・トップセ ミナ ー

当セ ミナ ーは我 が国の情報処理 の高度化,及 び

適 用分野 の拡 大 を積極 的に推進 す るこ とを 目的 と

して官公庁 の トップマ ネジメン ト層 を対 象に,昭

和45年 か ら年2回 開催 して いる。

本年度 の第2回 コン ピュータ ・トップセ ミナー

を次の とお り実 施 した。

(1旧 程

2月3日 一一5日(集 中宿泊方式)一



JIPDECだ より

{2場 所

中央情 報教 育研究所(講 義,実 習)

芝 パ ー ク ・ホ テル(講 演)

(3)内容

講義:「 情 報処理 入門」

講演:「 情報処理 の最近 の政 策問題」

「我国 にお けるコン ピュー タ ・セ キ ュリ

テ ィの現 状 と今後 の課題」

「行政EDPと デ ー タ ・ベー ス」

「ソフ トウエア をめ ぐる最近 の話題」

「情 報処理 の有効活用」

実習:パ ソコ ン(1人1台)に よる プログ

ラ ミン グ実 習

見学:NTT品 川TWINS

㈲ 連 絡先

調査部普及 ・振興 チ ーム

⑰03(432)9384

先進的情報処理教育システム等の調査

この報告 は,1月3日 か ら2週 間に渡 って実施

した 「先進 的情 報処理教 育 システ ム等の調査 」の

内,印 象の深か った もの の一部 を抜粋 した もの で

ある。

今回の調査項 目及 び調査先 の主 だ った もの を大

別 す ると,次 の3つ になるが紙面 の関係上1に 限

定 して簡単 に記 述す る。

1.先 進 的 なCAI教 育(ハ ーバ ー ド大学,ア ムダ

ー ル社)

2.遠 隔 地教育(IBM,ス タ ンフ ォー ド大学)

3.先 進 的 な情 報処 理教 育(MIT,ア ー ンス ト

&ウ ィニー)

ハ ーバー ド大学 では 「先進 的 なCAI教 育 」 とし

て① マル チメデ ィアCAIと ② 幼 児向 けのCAIと に

接 す る事が で きた。

マルチ メデ ィアCAIはInfoWindowと い うIBM

の シ ステムで,パ ソ コン,レ ーザデ ィス ク,タ ッ

チ パ ネル,DECト ー クの組 み合 せ に よ る シス テ

ムであ る。

今回利用す る事がで きた英語教育 用の実 験的 な

コース ウェアはパ ソコンの機 能 に加 え,動 画,音

声 を出力媒体 として備 えてい る一方,入 力 もタ ッ

チパ ネルが用意 されて い る等 それぞれの持 ち味が

巧 み に組 み合わ された もの で,ヒ ューマン ・イン

タフ ェースの面 で も今迄の もの と比べ格段 の進歩

を感 じさせ た。

但 し,現 段階 で はレーザデ ィス クを安 価 に作成

す る方 法が確立 されて いない為,せ っか く簡便 な

オーサ リン グ ・システ ムが用意 されてい たが,こ

の辺が ネ ックとな ってい る様 に思 えた。

幼児 向 けのCAI教 育 では,ア ップルIIを 用 い た

「ミミ号 の航海」 と 「サ バイバル ・ゲー ム」が楽

しい教 育 とい う観 点か ら興 味深い ものであ った。

「ミ ミ号 の航 海」 はLogo*を 教 える為 の コー スウ

ェアで鯨 の写 真 を撮 る為 に ミ ミ号 を鯨 に近 づけ る

とい う行為 を通 して,線 画 の コマ ン ドを教 え る仕

組 にな ってお り,コ ース ウェアの作 成の仕方 に一

石 を投 じる もので あ った。

「サ バイバル ・ゲー ム」 は無人 島 に漂着 した とい

う想定 で,島 の生態 系 を破壊 せず に自分の生命 を

維持 す るシ ミュレー シ ョン ・ゲームで,そ の テー

マ と,さ らに幼 児が試行 錯誤 によって生態系 とは

何 か とい う事 を体験 的に学習 で きる様 になってい

る点で大変 す ば らしい もの であ った。

我 々が膚 で感 じた これ ら先進 的なCAIは キ ーボ

ー ドぎ らい の私 です ら思 わず 触 って みた くな る魅

力 を持 っ た もので,今 後 の情 報処 理教 育 の 為 の



－
CAIの あ り方 に 触 れ た 様 に 思 え た 。

*MITのMediaLaboの ス タ ノブであ るセー モア ・ハ ・・一 ト者

授 が開発 した教 育用コ ンピュータ言語

オンライン情報処理技術者試験

情報処理技術者試験の一区分 として 「オンライ

ン情報処理技術者試験」が追加 され,昭 和63年

10月 に試験が行われることになった。

その概要は,以 下の通 りである。

(趣旨)

近年,情 報化社会における情報処理システム

が急速にネットワーク化する中で,オ ンライン

システムの設計 ・構築,エ キスパー トシステム

の構築等,新 たに高度に専門化 された技術者が

必要 となっている。

このため,現 在の情報処理技術者試験 を拡充

し,ネ ットワーク技術に関する充分な知見を有

し,か つ,各 種情報処理の業務実態にも精通 し

た技術者を養成するための能力認定試験を実施

し,産 業界等の高度 な業務ニーズに応えるもの

である。

1.区 分の名称

「オンライン情報処理技術者試験」 とする。

2.対 象及び水準

ネットワークを利用す る情報処理システム

の分析,設 計に主 として従事する者を対象

とし,大 学卒業程度の一般常識を有 し,3

年程度以上の情報処理業務 を経験 し,情 報

処理 とネットワークについての知識を有 し,

オンラインシステムの分析 ・設計 ・評価 を

行い得 る者 を想定 して試験を行 う。

3.受 験資格

制限な し

4.試 験 期 日

昭 和63年10月

5.試 験 地

札 幌,盛 岡,仙 台,水 戸,宇 都宮,前 橋,

東 京,新 潟,長 野,静 岡,名 古屋,金 沢,

福 井,大 阪,広 島,高 松,福 岡,熊 本,大

分,鹿 児 島,那 覇

6.試 験 科 目

① ソフ トウエ アの知識

② オンライ ンシステムの設計能力

③ ハー ドウエアの知識

④関連知識

7.試 験の方 法及び時 間

多肢選択式,記 述式 とし,6時 間程度 とす

る。

出版ご案内

システム監査基準Q&A110

装ＴB5版350ペ ー ジ

価格2,500円(送 料別)

当 協会 が開 設 して い る 「システ ム監査

相 談室」 に寄 せ られ た実際 の相談 内容 か

ら110項 目 を ピックア ップ し,回 答 しま

した。

発行.(財)日 本情報 処理開発協会

※ ご注文は電話 又はハ ガキにて承 ります。

呑03-432-9384一



近刊 ご案内

情報化白書1988

(財)日本情報処理開発協会

〈主な内容〉

総 論

1編

1部 産業情報化の動向

2部 情報 ・通信産業の動向

3部 情報 ・通信ネットワークの動向

4部 コンピュータ利用の動向

5部 情報化をめぐるユーザー活動

6部 人材育成の現状と課題

7部 情報化関連政策の動向

II編

1部 情報化と法制震

2部 地域情報化の課題

3部 情報化の最前線

4部 各国の情報化と情報産業

資料鰯

B5版520ペ ージ

噸華ジ㍉シピ戸 外 一夢社

線 鴎鷲興 ㌫ ・

編集だより
お国 柄 を表 わ す こん な ジ ョー クが あ ります 。

『ジ ョー クに対 して フ ランス人 は半 分聞 いただけ

で笑 い,イ ギ リス人 は最 後 まで聞 いてか ら笑 う。

ドイツ人 は一 晩考 えたす え翌朝笑 い,ア メ リカ人

は……笑 わない。 ジ ョー クは もう全部聞 いて しま

ったか ら… …。』 ところで 日本 人 は?『 分 か った

のか,分 か らな いのか分か らないが ニコニ コ笑 う。』

◆ 超 電 導,ス ーパ ー コ ン ヒ。ユー タ,電 子 出版,

TRON… …。 続 々登場 す る新技術 に"フ ァジーコ

ン ピュー タ"が 加 わ りま した。 これ まで,0か1

か の判断 しか で きなか った コン ピュー タに,我 々

が 日常 使 って い る 「熟女」 とか 「中年」 とい うよ

うな漠然 と したあい まいな表 現 を判断,推 論 させ

よ うとい うものです。 これ らの表現 を得意(特 技

?)と す る 日本 人 と して,フ ァジー コン ピュー タ

が,第 五世代 コン ピュー タに続 くコ ンピ ュー タと

して今後 どのよ うに発展 して い くか大 い に期待 し

たい ところです。 マ ン ・マシン ・コ ミュニケー シ

ョン もず っ とスムーズにな るで しょ う。 しか し,

マ シ ンが よ り日本 人的 にな り過 ぎ,「 景気 対策 は

?」 の入力 に,「 可 及 的,速 やか に前 向 きに検討

します。」 なんて 答 えが返 って くるか も知 れ ませ

ん……!?◆

当ジ ャーナル も復 刊 してか ら1年 を経過 しま し

た。今 後 と も皆様 に興味 を持 って読 んでいた だけ

るよ うな記事 を ドン ドン取 り入れて い きたい と思

ってい ます。寄 稿,イ ンフ ォメーシ ョン等へ の ご

投稿 をお待 ちして います 。(R.N)

昭和63年3月 発行

JIPDECジ ャーナルN。 ・68

発行人 ・横山太蔵/編 集人 ・岩崎有二

◎1988

財団法人 日本情報処理開発協会
東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(432)9384

※本誌送付宛先の変更等にっいては当協会調査部(03-432・-9384)ま でご連絡下さい。



最近の報告書 ・刊行物ガイド
【TITLE】

・欧州 のデ ータベー ス

・オンラ イン需要調査 報告書

・コン ピュー タセ キ ュ リテ ィ対策 実施状況調 査報告書

・コン ピュー タセ キ ュ リテ ィ実態調 査報告書

・コン ピュー タ ・セキ ュ リテ ィに関 す る リス ク分析調 査報告 書

・1987年 度 版 コン ピュー タ利用状況 調査集計結果

・顯 鱒 信処fE#`Cお け る分散情報 齢 利用 システ ムの研究1八目

・産業界における情報処理の相 互運用性 をめ ぐる課題

・システム監査支援 ツールの調査研究報告書

・自然 言語のコンピュータ解析用辞書に関する調査研究報告書

・購 當 に お け る デ 一 夕 コ ミ ー ニ テ ・f練 のf・'ee'に 関 す る 研

.憧 報 環境 の進展 が及ぼす社会 構造 へ の影響 と望 ま しい情報 メ
ア ィアに関す る研 究報告 書

・新通信時 代の課題

・混 鋪 要諦 発こ運用?灘 些 ◆効率化肱 に関する縮

.地 域 内オ ンライン ネッ トワー クに よる情報流通 システ ムに関す る調査研 究報告 書

・パー ソナル コン ピュー タ利用技術 の近 未来

・パ ソコン通信 の現 状 と将来 動向

・米 国に おけ る情報 サ ー ビスの高度化 の動 向

・米 国に おけ る情報 処理 の現 状

・文章情報 デー タベ ース統合 利用調査研究報 告書

・民間 部門 におけ るプライバ シー保護 に関 す る調査研 究報告書

・ネ ッ トワーク綱領 再 言 ～新通信制 度 をめ ぐる新 たな課 題

.初 級 マ イ?ロ コンピュ一 夕応用 システム開 発技 術者 育成 川標 準カ リキ
ュフム

・マイ クロコン ビ)ユ一 夕応用 に関 す る委託開 発報告書

・マイ クロコン ピュー タ応用 システ ム開発技術 者の育成

・世界 の コンピ ュー タ産 業総合年表

・第3回 目独情 報技術 フォーラム報告 書

.昭 和60年 度情 報化 国際 講演 ・討論 会機 械翻 訳
シンポジ ウム会議録

.昭 和61年 度 情 報化 国際 講演 ・討論 会
システ ム監査実務 の進 め方会議録

・エキ スパ ー トシステ ムの事例調査(61
.4)

・知 的情報処理 システ ムに関す る調 査研 究報告 書

・情報 化 白書1987

・InformatizationWhitePaper1987

・JAPANCOMPUTERQUARTERLYNo .66～69

・システ ム監査基準解 説書
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